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Ⅰ 目的及び教育目標 

 

１．現状 

◇沖縄工業高等専門学校の理念 

本校では学則第１条において本科（準学士課程）、専攻科（学士課程）共通の理念を次のよ

うに定めている。 

 「人々に信頼され、開拓精神あふれる技術者の育成により、社会の発展に寄与することを

理念とする。」 

 

◇本科の目的 

 学則第１条で定められた理念を達成するため、本科の目的を学則第１条の２において次の

ように定めている。 

 「本校は、教育基本法、学校教育法及び独立行政法人国立高等専門学校機構法に基づき、

深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする。」 

  

◇本科の教育目標 

 学則で定められた理念・目的を達成するため、「沖縄工業高等専門学校に置く学科の人材養

成上の目的及び教育目標に関する規程」において、各学科共通教育目標、各学科の人材養成

上の目的及び教育目標を次のように定めている。 

 

各学科共通の教育目標 

(1) 技術者に必要な基礎知識を備え、実践力のある人材を育成する 

(2) 創造性を備え、自らの考え方を表現できる人材を育成する 

(3) 専門的基礎知識を理解し、自ら学ぶことのできる人材を育成する 

(4) 広い視野と倫理観を備えた人材を育成する 

 

機械システム工学科 

(1) 人材養成上の目的 

 「モノ」の創造・設計・生産に必要な知識・技術をシステムとして統合した教育研究を行

い、地球的視点での「モノづくり」を支える実践力の高い技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

 ① 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力 

 ② 材料・加工学等の要素技術やＣＡＤ・ＣＡＭ・ＣＡＥ等のコンピュータを使用した生産

技術力 

 ③ 各種力学、熱・流体工学等の要素技術や機械製品に関する設計技術力 

 ④ 電気・電子工学、制御・メカトロニクス工学等を用いたシステム化技術力 
 
 

情報通信システム工学科 

(1) 人材養成上の目的 

 環境と技術の調和と社会的責任を考え、産業界の発展に寄与すべく、電気・電子工学と情

報通信工学の基本技術を修得させ、情報通信機器などの設計・開発・運用のできる実践的・
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創造的技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

 ① 情報通信技術を社会的視点で捉え、多面的に物事を考え、論理的に思考・説明できる能

力 

 ② コンピュータのハードウェアとソフトウェアの基礎知識を備え、通信を含む社会の様々

な問題をシステムとして解決できる基本技術力 

 ③ 通信システム設計、通信ネットワーク運用に必要となる通信工学と情報セキュリティな

どの基本技術力 

 ④ 情報通信技術の基礎となる電子工学の基礎知識とディジタル及びアナログの集積回路

設計の基本技術力 
 
 

メディア情報工学科 

(1) 人材養成上の目的 

  数学や自然科学の基礎知識とメディア情報工学の専門的基礎知識をもとにして、産業界

の発展に寄与し、社会に貢献できる実践的・創造的技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

 ① 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力 

 ② コンピュータのハードウェア、ソフトウェアの基礎技術を理解し、ネットワーク分野、

コンテンツ分野に適用できる能力 

 ③ モバイル通信、ネットワークとセキュリティの基礎技術を理解し、応用するための基本

的な能力 

 ④ 種々の情報を加工、表現する技術の基礎を理解し、表現できる能力 
 

  

生物資源工学科 

(1) 人材養成上の目的 

 環境に配慮し、生物資源の利用に必要な生物化学工学、環境科学、微生物学食品系工学、

バイオテクノロジーの基礎能力と専門技術を身につけ、産業界の要請に対応できる実践的・

創造的技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

 ① 生命科学の基礎となる自然・人文科学の基礎知識を活かし論理的に思考できる能力 

 ② 地球環境保全の調査・分析に必要な基礎的技術力 

 ③ 微生物学・食品科学の基礎技術を理解し、産業規模で実践できる技術力 

④ 生物資源を利用した食品・化粧品などの開発に必要な基礎的技術力 

 

◇専攻科の目的 

 学則第１条で定められた理念を達成するため、学士課程の目的は学則第 59条において次の

ように定めている。  

「専攻科は、高等専門学校における教育の基礎の上に、精深な程度において工学に関する高

度な専門的知識及び技術を教授研究し、豊かな人間性と国際性を持ち、実践性・創造性を兼

ね備え複合領域にも対応できる幅広い視野を身につけ、課題設定・解決能力に優れ柔軟な思

考ができる高度開発型の技術者を育成することを目的とする。」 
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◇専攻科の教育目標 

(1) 知識を融合する能力を持った実践的技術者を育成する 

(2) 創造力を備え、自ら創造したものを表現できる人材を育成する 

(3) 専門知識を基にした応用力を持ち、自ら成長できる人材を育成する 

(4) 地球的視野と倫理観を備え、社会に貢献できる人材を育成する 

 

◇専攻科の養成しようとする技術者像 

(1) 実践性と創造性を兼ね備えた技術者 

(2) 社会や環境、人類の福祉などを地球的視点から考えられる技術者 

(3) グローバル化時代に対応する国際性豊かな技術者 

(4) コミュニケーション能力と統率力を兼ね備えた指導的技術者 

(5) 新技術・新産業創出を担う高度な専門技術力を持つ研究開発型技術者 

(6) 地域産業を担う起業家精神旺盛な技術者 

 

◇三つの方針 

アドミッションポリシー 

本科のディプロマポリシーに基づき、次のような人材を求める。 

(1) 理数系分野に興味があり、それらの科目に基礎学力を有している人 

(2) 責任感や忍耐力があり、多くの人とコミュニケーション力を磨ける人 

(3) 規則正しい生活と、自発的に勉強のできる人 

本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法で入

学者選抜を行う。 

・推薦による選抜 

 本校への入学意思が固く、志望する学科に対する適性や興味・関心の強い志願者（志望動

機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施する。そのため、調査書によ

る評価と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行う。 

・学力検査による選抜 

 本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、調査書と学力検査により選抜を行う。 

・帰国子女特別選抜 

 本校への関心があり、日本国以外での教育を受けた志願者に対し、本選抜を実施し、調査

書、学力検査、小論文及び面接により選抜を行う。 

編入学： 

本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の方法で入学者選

抜を行う。 

・本校への関心があり、高等学校等を卒業後、技術者としての素養を身につけたいと強く希

望する志願者に対し、本選抜を実施し、調査書、学力検査及び面接により選抜を行う。 

 

カリキュラムポリシー 

本科では、以下の科目を配置し、専門的基礎力、コミュニケーション力、倫理観、自己研

鑽力を育成する。 

(1) 各専門分野の基礎的な知識を学び、かつそれらを応用する科目：各学科専門科目、総合

科学科科目 
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(2) 各専門科目の技術を修得する科目：専門学科実験実習科目、卒業研究 

(3) 共同で問題解決にあたりコミュニケーション力を修得する科目：専門学科実験実習科目 

(4) 継続的に学習していく能力を養う科目：卒業研究 

   

ディプロマポリシー 

本科では、以下のような能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対し卒業を認定す

る。 

(1) 理工系の基礎的な学力をもとに、各専門分野の基礎的な知識と技術及びそれらを応用す

る実践力を身に付けている。 

(2) コミュニケーション力を身に付けており、他者と協調して課題解決に取り組むことがで

きる能力を身に付けている。 

(3) 技術者としての倫理観を持ち、専門知識を社会のために役立てる能力を身に付けている。 

(4) 継続的に自己研鑽できる能力を身に付けている。  

 

機械システム工学科 

アドミッションポリシー 

機械システム工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも以下

に準じる。 

(1) 機械に興味をもち、機械の動く仕組みや構造を理解したいと思う人 

(2) 機械に関する専門知識と技術を習得し、モノづくりによる社会貢献を志している人 

(3) 機械工学を学ぶ上で必要な数学、理科、英語などの基礎的な知識を有し、主体的な学修

に意欲がある人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目として用

意する。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康科

学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 機械システムの知識を習得する科目：物理と数学を基礎としたいわゆる四力学（材料力

学、流体力学、機械力学、熱力学）と、これらを基盤とした基礎専門科目、および制御

工学に関連する基礎科目（電気電子工学、メカトロニクス工学、制御工学など）［本科教

育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：1、3、4］ 

(3) 機械システムの技術を修得する科目：実践的な機械システム工学実験、材料加工システ

ム（工作実習）、設計製図実習、プログラミング演習などの実技科目［本科教育目標：(1)、

(3)］［学科教育目標：2、3、4］ 

(4) 課題解決能力を育成する科目：課題の本質を理解し論理的に解決する能力を育成する卒

業研究、クラスの他者と協働して課題を解決しようとする能力を育成する創造演習、正

しい倫理観を養う技術者倫理など［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によっては

レポート等の評価結果により評価し、60点以上で単位を認定する。 

   

 



 5 

 

ディプロマポリシー 

機械システム工学科は、理工系の基礎学力を基礎とする機械工学の専門知識と広く人文社

会系の素養を身につけ、創造性・探究心豊かな人材を育成する。本校に在籍し、以下の能力

を身に付け、所定の単位を修得した学生に対して、卒業を認定する。 

(1) 機械工学分野の知識と技術を活用し、課題解決に向けて行動できる能力［本科教育目標：

(1)、(2)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) 課題の本質を理解し、論理的に思考しようとする能力［本科教育目標：(1)、(3)］［学科

教育目標：1、3］ 

(3) 他者と協働し、積極的に課題解決に向けて行動できる能力［本科教育目標：(1)、(3)］

［学科教育目標：1～4］ 

(4) 倫理観・責任感を持って課題に取り組むことのできる能力［本科教育目標：(1)、(4)］

［学科教育目標：1］ 

(5) 自身の成長のため、自己研鑽できる能力［本科教育目標：(3)、(4)］［学科教育目標：1

～4］ 

   

情報通信システム工学科 

アドミッションポリシー 

情報通信システム工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも

以下に準じる。 

(1) コンピュータ、インターネットなどに興味を持っている人 

(2) 携帯端末などの新しい電子機器や電子工作に興味のある人 

(3) 情報や通信の技術を身につけて、社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目として用

意する。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康科

学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 工学の基礎としての数学、物理学、電気・電子工学と情報通信工学の基礎知識を身につ

け、それらを応用する科目を配置する。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：1

～4］ 

(3) 問題や課題に対して、個人またはグループで自主的、計画的に解決に導き、まとめる能

力を身につけるため、実験、演習、実践的科目を体系的に配置する。［本科教育目標：(2)、

(4)］［学科教育目標：1］ 

(4) 論理的な思考力や記述力、発表と討議の能力と国際的コミュニケーション基礎能力を身

につけるため、卒業研究、実験、演習、外国語の科目を配置する。［本科教育目標：(2)、

(4)］［学科教育目標：1］ 

(5) 技術者倫理に関する科目を配置し、グローバルな視点と様々な社会状況に応じた視点か

ら物事を捉えられるよう配慮する。［本科教育目標：(4)］［学科教育目標：1］ 

(6) 実践的・創造的技術者として自立する意識と職業選択を自主的に行える能力を育むよう

配慮する。［本科教育目標：(1)～(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によっては
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レポート等の評価結果により評価し、60点以上で単位を認定する。 

   

ディプロマポリシー 

情報通信システム工学科は、理工系の基礎学力を基礎とする情報通信システム工学の専門

知識と広く人文社会系の素養を身につけ、創造性・探究心豊かな人材を育成する。本校に在

籍し、以下の能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対して、卒業を認定する。 

(1) 工学の基礎知識を身につけ、それらを応用する能力を身につけている。［本科教育目標：

(1)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) 課題に対し、論理的な思考により、個人またはグループで自主的、計画的に物事を進め

て解決を導く能力を身につけている。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(3) 論理的な思考力や記述力、発表と討議の能力、コミュニケーション基礎能力を身につけ

ている。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(4) 技術者としての倫理観を体得し、グローバルな視点から多面的に物事を捉え先導できる

能力を身につけている。［本科教育目標：(4)］［学科教育目標：1］ 

(5) 実践的・創造的技術者として自立する意識、職業選択を自主的に行える能力、及び社会

と産業の発展に果敢に取り組む挑戦的な態度を身につけている。［本科教育目標：(1)～

(4)］［学科教育目標：1～4］  

 

メディア情報工学科 

アドミッションポリシー 

メディア情報工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも以下

に準じる。 

(1) コンピュータの新しい技術に興味を持っている人 

(2) コンピュータを使って新しいものをつくり出す意欲のある人 

(3) コンピュータを使った技術によって社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を用意している： 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康科

学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) コンピュータのソフトウェア、およびハードウェアの基礎技術に関する専門科目群：プ

ログラミング、アルゴリズムとデータ構造、OSとコンパイラ、ディジタル回路、ディジ

タルシステム設計など。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、3］ 

(3) ネットワーク、および情報セキュリティの基礎技術に関する専門科目群：通信工学、情

報セキュリティ、コンピュータネットワークなど。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教

育目標：2,3］ 

(4) データや情報の加工・表現のための基礎技術に関する専門科目群：メディアコンテンツ

基礎、コンピュータグラフィックスなど。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、

3、4］ 

(5) 課題解決、知識・理論・アルゴリズムの応用などの総合的能力を育成するための科目群：

各種実験、卒業研究など。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によっては
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レポート等の評価結果によりで評価し、60点以上で単位を認定する。 

   

ディプロマポリシー 

メディア情報工学科では、数学や自然科学の基礎知識とメディア情報工学の専門的基礎知

識をもとにして、産業界の発展に寄与し、社会に貢献できる実践的・創造的技術者を育成す

るため、本校に在籍し、以下のような能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対して、

卒業を認定する。 

(1) 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力。［本科教育目標：(1)］［学

科教育目標：1、4］ 

(2) コンピュータのソフトウェア、およびハードウェアの基礎技術を理解し、ネットワーク

分野、コンテンツ分野に適用できる能力。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、

3］ 

(3) モバイル通信、ネットワークとセキュリティの基礎技術を理解し、応用するための基本

的な能力。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、3］ 

(4) 種々の情報を加工、表現する技術の基礎を理解し、表現できる能力。［本科教育目標：(1)、

(3)］［学科教育目標：1、4］ 

(5) 課題解決能力、知識・理論の応用力などの総合的能力。［本科教育目標：(1)、（2）、（3）］

［学科教育目標：1～4］  

 

生物資源工学科 

アドミッションポリシー 

生物資源工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも以下に準

じる。 

(1) 生物化学、環境学、微生物学、食品化学に興味があり、探究心の強い人 

(2) 自ら学ぶ意欲を持ち、何にでもチャレンジしようという意思のある人 

(3) バイオテクノロジー関連の技術者や研究者として社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目として用

意している。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康科

学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 生物工学の基礎科目：情報技術の基礎、基礎科学、応用物理、応用数学、基礎プログラ

ミング、情報技術の応用、有機化学･物理化学、生物分析化学、生物有機化学、生化学、

遺伝子工学、生物工学、微生物学、発酵学、環境学、環境分析学、生物資源利用学 I、

生理学、食品プロセス工学、食品製造学、化学資格基礎、分子生物学、細胞工学、環境

保全学、植物生理学、資源リサイクル学、生物資源利用学 II、タンパク質工学、産業化

学など［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2～4］ 

(3) 技術習得に関する科目：実践的な生化学実験、遺伝子工学実験、生物工学実験、微生物

学実験、環境学実験、生理学実験、化学及び化学実験法など［本科教育目標：(1)、(3)］

［学科教育目標：2～4］ 

(4) 課題解決能力・コミュニケーション力育成科目：沖縄高専セミナー、創造演習、インタ
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ーンシップ、産業創造セミナー、バイオテクノロジー基礎実験、創造研究、卒業研究な

ど［本科教育目標：(1)～(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験によるものとするが、科目によっ

ては、レポート、発表、報告書等で評価し、60点以上で単位を認定する。 

 

ディプロマポリシー 

生物資源工学科では、生物資源工学科に所定の期間在学して、設定された単位を習得し、

かつ以下の能力を身に付けた者に卒業を認定する。 

(1) 亜熱帯域の生物資源に対する生物化学、食品化学、環境学・微生物学に関する基礎知識

および専門知識を持ち、生物資源の効用や利用方法を探索できる創造的・実践的な研究・

開発の技術力を有する。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) アジア圏と接近している地理的条件を活かして国際交流をはかり、相手の考えを受け入

れると共に自分の考えも主張し、到達点を決め、それに向かって協力していけるチーム

ワーク力やコミュニケーション力を有する。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：

1］ 

(3) 習得した専門知識を基礎として、仕事をするために必要な情報は何であるか、それらを

どのように組み合わせれば効率的に仕事が行えるかの思考力を有する。［本科教育目標：

(2)、（4)］［学科教育目標：3、4］ 

(4) 困難に遭遇した際に、自分の現状を把握し、どこが問題で、どうしたら解決できるのか、

どのような助力を求めればよいのかを明確にする論理的思考とそれらを他者へ説明する

コミュニケーション力を有する。［本科教育目標：(2)、(3)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(5) バイオ、化学、環境、医薬・食品系産業などで活躍できる人材であり、社会ニーズに応

えることができ、国際性を備えた技術者としての能力を有する。［本科教育目標：(2)、

(3)、(4)］［学科教育目標：3、4］  

 

専攻科 

アドミッションポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、ディプロマポリシーに基づき、次のような人材を

求める。 

(1) 技術者として地域社会、国際社会の発展に寄与したいと考えている人 

(2) 専門分野に関連する基礎知識、基礎技術を身につけている人 

(3) 基礎的な、コミュニケーション能力、倫理観を身につけている人 

(4) 新技術、新産業の創出に高い意欲を持つ人 

(5) 複合的視野をもち実践的応用能力を身につけることに意欲を持つ人 

 本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法で入

学者選抜を行う。 

・推薦による選抜 

 本校への入学意思が固く、志望するコースに対する適性や興味・関心の強い志願者（志望

動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施する。そのため、小論文と

面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行う。 

・学力検査による選抜 

 本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、学力検査により選抜を行う。 
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・社会人特別選抜 

 本校で行われている研究・教育活動に興味がある志願者に対し、社会人の経験を活かし、

専攻科での見聞を培うため、本選抜を実施する。そのため、面接（アドミッションポリシー

に従う質問）及び専門分野における口頭試問により選抜を行う。 

 

カリキュラムポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、基本科目として以下に対応した科目を設ける。 

(1) 専門科目の応用力を身につける。 

(2) 知識を融合・複合する力を身につける。 

(3) 他者と協働できるコミュニケーション力を身につける。 

(4) グローバルな視点で物事を見る力を身につける。 

   

ディプロマポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、以下のような能力を身に付け、所定の単位を修得

した学生に対し卒業を認定する。 

(1) 深い専門知識と幅広い関連分野の知識を持ち、これらを活用する能力を有する。 

(2) 論理的に物事を考え、表現できる能力を有する。 

(3) 倫理観を持ち、他者と協働できる能力を有する。 

(4) グローバルな視点で、多面的に物事を捉える能力を有する。 

 

２．取組 

 学則に定めた目的を果たすために沖縄工業高等専門学校に置く学科の人材養成上の目的及

び教育目標に関する規程に各学科共通の教育目標と学科毎の人材養成上の目的ならびに学生

に習得させるべき能力を定めている。 

 専攻科においては、専攻科教育理念、育成しようとする技術者像、創造システム工学専攻

の教育方針、各コースの教育方針を定めている。 

 さらに、「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成２８年文部科学省令第１６号）」

が平成２８年３月３１日に公布されたことを受け、本校においてもこの省令に基づき「三つ

の方針」を平成２９年３月に策定、及び公表した。 

 

３．自己評価 

 本校では、高等専門学校としての使命を果たすため、理念、目的を明確に定めている。本

科（準学士課程）においては学科共通の教育目標を定めているほか、学科毎に人材養成上の

目的ならびに学生に習得させるべき能力を定めている。専攻科（学士課程）においても教育

理念、教育方針等を明確にするとともに、教育目標を定めている。 

 これらの目的、教育目標及び三つの方針等は学生に配布している学生生活の手引きに明記

している。また、県内の中学校、公立の図書館等に配布している学校要覧及び本校ウェブサ

イトに掲示しており、社会に対して広く公表している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 教育組織 
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Ⅱ 教育組織 

 

1． 現状 

 

本校は教育目的を達成するため、学校教育法第116条、高等専門学校設置基準第４条、第５

条に準拠し、準学士課程として機械システム工学科、情報通信システム工学科、メディア情

報工学科、生物資源工学科の４学科（各学科定員40名）を設置している。その教育目標に沿

って育成しようとする技術者像を学科ごとに定めて教育を実践している。また、一般科目を

教育する総合科学科を設置して、専門学科と連携しながら専門と一般のバランスの良い教育

を実施している。 

 

 

 
  

学        科   
 
学 級 数 

 
入 学 定 員 

 
収 容 定 員 

 

機械システム工学科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

情報通信システム工学科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

メディア情報工学科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

生 物 資 源 工 学 科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

計 
 

 

４ 
 

 

１６０ 人   
 

 

８００ 人   
 

 

 

 

 本校専攻科では学校教育法第 119 条に準拠して、創造システム工学専攻（入学定員 24 人）

を設置している。産業界での複合専門分野における課題をシステム的、かつ創造的に解決す

る能力が求められることを鑑み、ひとつの複合分野として専攻科を設置しているが、準学士

課程の関連科目と学位取得専門区分に対応するように、機械システム工学コース、電子通信

システム工学コース、情報工学コース、生物資源工学コースの４コースから構成されている。

専攻科の理念、目的、育成しようとする技術者像を定め、それにそった教育目標、教育方針

を定めるとともにコース毎に目標とする技術者像を掲げ、教育を実践している。 

 

専    攻 入学定員 

創 造 シ ス テ ム 工 学 専 攻 ２４人 
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２．取組 

本校における教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制として、運営企画会議が

設置されている。運営企画会議は本校の運営全体を審議する機関であり、教育課程全体を企

画調整するための検討も重要な部分を占めており、各種の事項が審議・報告されている。ま

た、校長の諮問組織である２８の委員会等が設置されていることに加えて、今年度から副校長

及び校長特別補佐の体制を整備し、本校の経営戦略に関わる重要事項については、副校長を中

心に構成する新たな会議（トップミーティング）を月２回開催し、教育に関する企画・運営体

制を強化した。教育課程を有効に展開するために重点的に検討・運営を行う組織は、副校長

（教育担当）を委員長とする教務委員会が中心となっており、準学士課程・専攻科課程の両

課程について検討が行われ、カリキュラムに関わる事項の審議を行っている。 

 

 

【 副校長】

グローバル交流推進センター

【 校長特別補佐】

令和２年度 運営組織図

人事委員会

副校長(学生担当)/学生主事
※学生(寮生を除く)の厚生

補導

地域連携研究推進センター
副校長(研究・産学連携担当)
※研究・地域連携・産学連

携

教務主事補

寮務主事補

副校長(寮務担当)/寮務主事
※学生寮運営・寮生の厚生

補導

副校長(特命・IT担当)
※ＩＴ・情報ガバナンス・情

報システム

副校長(国際交流担当)
※国際交流

副校長(教育担当)/教務主事
※教育・教育改革

機械システム工学科長 機械システム工学科

副校長(総務担当)/総務主事
※総務・財務・施設・企画・

評価・危機管理・後援会

校長特別補佐(ＦＤ・ＳＤ担当)
※ＦＤ・ＳＤ

学生主事補

情報通信システム工学科長 情報通信システム工学科

メディア情報工学科長 メディア情報工学科

生物資源工学科長 生物資源工学科

総合科学科長 総合科学科

専攻科長 創造システム工学専攻

電子通信システム工学コース

情報工学コース

生物資源工学コース
図書館長

技術支援室長 技術支援室

キャリア教育センター長 キャリア教育センター

地域連携研究推進センター長

グローバル交流推進センター長

情報処理センター情報処理センター長

校長

事務部長

総務係

人事係

図書係

総務課長

学生課長

研究連携推進室長
（課長補佐（研究連携担当）

課長補佐（総務担当）

課長補佐（財務担当）

課長補佐

財務係

契約管理係

施設係

教務係

学生係

寮務係

情報通信制御系

応用加工分析系

広報センター

リスク管理室

学生相談・支援室学生相談・支援室長

リスク管理室長

広報センター長広報戦略会議

機械システム工学コース
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３．自己評価 

本校の準学士課程における４つの専門学科は高等専門学校設置基準に適合したものであり、

各学科が育成しようとする人物像は学校の掲げる教育の目的と適合し、目的を達成するうえ

で適切なものになっている。 

本校の専攻科は学校教育法の規定に適合したものであり、創造システム工学専攻の育成し

ようとする技術者像、各準学士に対応するコース毎に定める育成しようとする技術者像、い

ずれも学校の掲げる教育の目的と適合性が取れている。 

教育課程全体を企画調整するために運営企画会議が設置されている。また、準学士課程・

専攻科課程の具体的な検討・運営体制として教務委員会が設置されている。これらの委員会

は総合科学科およびすべての専門学科から選出された委員から構成されており、教育課程に

関わる様々な事項について活動を行っている。したがって、教育課程の企画調整および実施

に必要な検討を行う体制が整備されており、継続的な活動（PDCA）が行われている（沖縄高

専におけるPDCAサイクル：p.88参照）。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 教員及び教育支援者等 
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Ⅲ 教員及び教育支援者等 

 

1． 現状 

本校の理念、目的、教育目標を設定し、担当教員はこれを達成すべく各科目を担当してい

る。 

 

◇総合科学科 

一般科目を担当する総合科学科の専任教員は、高等専門学校設置基準の１８名（入学定

員４学級編成）を満たす１８名により構成されており、５年一貫の教育課程の中で社会人

として必要な知識や教養を身につける教育を行っている。また、専門科目と緊密に連携

し、社会の急速な変化に対応できる技術者として各学科に共通な学問の基礎を養う。その

ため、高校と大学間の授業内容の重複を避け、５年間を通しての効果的なカリキュラムを

編成している。国際化社会に対応するため外国語教育を重視し、特に英語では読む・聴

く・話す・書くという基本的な四技能をバランスよく伸長することを目的として、座学の

みならずスピーチ・プレゼンテーション・ディベート指導も取り入れている。国語教育に

おいては、論理的に文章を分析し、自らの考えを表現できる力を養うとともに、国際的に

活躍する技術者に必要なコミュニケーション能力を育成している。専門科目につながる自

然科学や数学の授業は、理論のみを追求するだけでなく、基礎理論を工学的に発展させる

ことのできる応用力も育成している。 

 

令和２年１２月１日現在 

総合科学科（一般科目）教員構成 

  必修 選択   

              特許法   

  国語 外国語 社会科学 数学 自然科学 健康科学 法学 合計 

                 

教授 0 1 0  2 0  0    0 3 

准教授 1 1 1 2 2 1 0 8 

講師 1 3 0  1  0  1   0 6 

助教 0  0  0  0  0  0    0 0 

計 2 5 1 5 2 2 0 17 

非常勤講師 0 1 1  1  0  1 1 5 

合計 2 6 2 6 2 3 1 22 
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◇機械システム工学科 

 本学科では、ものづくりを支え、創造力の高い実践的技術者の育成を目指している。本学

科の教育課程は、従来からある機械工学の各分野を、材料と加工を中心とした材料システム

群、設計と力学を中心とした設計システム群、制御とメカトロニクスを中心としたシステム

制御群に再構成し、ものの設計・生産・開発・創造に必要な知識と技術を統合した教育及び

機器設計・工作実習・工学実験などの自己学習を重視した教育を行っている。 

 

◇情報通信システム工学科 

 本学科では、以下の情報化社会を支えている様々な技術分野について学ぶ。 

（１）コンピュータアーキテクチャ（２）プログラミング（３）集積回路（４）信号処理 

（５）光・無線通信技術（６）ネットワーク（７）オペレーティングシステム（８）アルゴリ

ズムとデータ構造（９）組込みシステム 

 具体的には、コンピュータを構成する集積回路などのハードウェア、コンピュータの動作

や機器制御のためのソフトウェア開発のためのプログラミングについて学ぶ。また光・無線・

移動体通信に代表されるような通信・ネットワーク関連技術についても学ぶ。これらはコン

ピュータだけではなく、身の回りの電子製品、電化製品、情報機器の主要な技術であり、人々

の生活を豊かにするとともに、これらを組み合わせることにより、各種機器への応用やロボ

ット制御などのシステム構築も可能となる。 

 

◇メディア情報工学科 

本学科では、マルチメディア関連産業を支える技術者の育成をはかるため、以下の教育を

行う。 

（１）アルゴリズム、データ構造、プログラミング並びに構成や動作原理などマルチメディ

ア情報を処理するコンピュータシステムに関する教育。  

（２）世界規模で動作するインターネットの仕組みやセキュリティ及びブロードバンドでユ

ビキタスな通信技術に関する教育。  

（３）情報を音声、画像、CGなど種々のメディアで表現し、コンピュータを用いてディジタ

ル加工するコンテンツ制作教育 

 

◇生物資源工学科 

 本学科では、沖縄県の亜熱帯性資源をはじめとした生物資源の実践的利用、かつ環境に配

慮した資源再利用に対応できる人材の育成を目指している。そこで、以下の教育課程により

教育・研究を行っている。 

 専門分野の授業科目は（１）生物化学工学群、（２）環境・微生物学群、（３）食品化学工学

群の３群を軸に編成されている。 

（１）生物化学工学群では、生物・化学系の授業科目により生命科学の基礎を充実する。さ

らにバイオテクノロジー系の授業科目により生物機能を物質生産に応用する実践的な能力を

養う。  

（２）環境・微生物学群では、微生物に関する知識の基礎と応用を学ぶ。その上で、技術者と

して環境に対してどのように配慮し、どのように行動するのか、基礎と実践的な手法を習得

する。  

（３）食品化学工学群では、食品成分について、その化学的性質・生理活性・分析手法の基礎
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と応用を学ぶ。また、食品成分の知識を踏まえて、新規な食品の開発と産業規模における食

品製造の実践的能力を養う。 

 

 

 

令和２年１２月１日現在 

各学科教員構成 

  教授 准教授 講師 助教 特任教授 特命教授 計 

機械システム工学科 5 5 1 0 0 0 11 

情報通信システム工学科 6 2 1 2 0 0 11 

メディア情報工学科 4 4 1 1 0 0 10 

生物資源工学科 6 4 0 1 0 0 11 

計 21 15 3 4 0 0 43 

 

 

 

◇専攻科 

沖縄高専の専攻科は本科の５年間の専門基礎教育課程の上に、更に２年間の専門技術教育

をおこなう教育課程である。機械システム工学コース、電子通信システム工学コース、情報

工学コース、生物資源工学コースの４コースで構成され、それぞれ特色のある教育課程を編

成している。実践性・創造性を兼ね備えた複合領域にも対応できる幅広い視野を身につけた

リーダーシップのある技術者、豊かな人間性と国際性を持つ技術者、課題設定・解決能力を

持ち柔軟な思考ができる技術者の育成を目指し、専攻科名を「創造システム工学専攻」とし

ている。専攻科を修了した学生は、学士(工学）の学位が授与される。 

 

令和２年１２月１日現在 

       

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  学修総まとめ科目担当教員数 

教 授           １２ 

准教授           １２（１） 

講 師      ２（２） 

助 教            ２（２） 

計           ２８（５） 

注：（ ）は指導補助教員で内数 
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◇教育支援者等 

本校の事務は総務課、学生課の２課から編成されている。教育課程を展開する事務職員は

教務係で、学生の教育に必要な図書館は総務課に属し，図書係が管轄する。そのほか、財務

係、契約管理係、施設係が教育に関連する予算、備品等の購入・管理，施設管理等を行ってい

る。 

本校の技術職員（9名）は技術室に配置されている。技術室は実践的な教育・研究および地

域貢献活動に対して、専門的な知識や技術を活かして効果的・効率的に推進するための組織

である。応用加工分析系と情報通信制御系の技術分野を中心としている。 

 

 

２．取組 

 一般科目担当専任教員の構成は、高等専門学校設置基準を満たしつつ、教育課程における

科目構成と比してバランスがとれている。また、各教員の専門分野を考慮した配置となって

おり、本校の教育目標に沿って適切に配置している。 

 専門科目担当教員の構成は、高等専門学校設置基準を満たしつつ、各教員の専門分野を考

慮し、バランスよく配置している。また、学位取得者や企業経験者を各学科に多数配置する

など、教育目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員を適切に配置している。 

 本校の専攻科では、各科目とも各教員の専門分野を考慮し、バランスよく配置している。

また、学位取得者や企業経験者を専攻科各コースに多数配置するなど、教育の目的を達成す

るために必要な各コースの専門科目担当教員を適切に配置している。 

 これらのことから、教育の目的を達成するために必要な専攻科の授業科目担当教員を適切

に配置している 

 技術室では、実験・実習および卒業研究において、専門的な知識・技術に基づいた技術支

援・指導を行うとともに、共同研究などにおける装置開発・機器分析に加えて、出前授業・公

開講座などの地域貢献活動にも積極的に取り組んでいる。 

 

 

 

３．自己評価 

 本校の教員配置は、設置基準と合致しており、本校の理念，目的，教育目標を達成する上で適

切な構成となっている。特に、本校の目的に掲げる「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能

力を育成する」に対して、修士または博士の学位を取得した教員および企業経験者を各学科に配

置している。 

 また、全教員の教育研究活動において、教員評価を定期的に行っている。教員評価は、（１）総

合評価、（２）教員顕彰、（３）教育研究経費配分、（４）昇任判定（教授，准教授，講師への昇任）、

（５）運営管理貢献度評価、（６）課外活動貢献度評価、（７）その他校長が必要に応じて実施す

る事項に利用しており、効果的に運用されている。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 学生の受入 
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Ⅳ 学生の受入 

１．本科 

◇アドミッションポリシー 

【求める学生像】 

（１）全学科共通の「求める学生像」 

 ・理数系分野に興味があり、それらの科目に基礎学力を有している人 

 ・責任感や忍耐力があり、多くの人とコミュニケーション力を磨ける人 

 ・規則正しい生活と、自発的に勉強のできる人 

 

（２）各学科独自の「求める学生像」 

 機械システム工学科 

 ・機械に興味をもち、機械の動く仕組みや構造を理解したいと思う人 

 ・機械に関する専門知識と技術を習得し、モノづくりによる社会貢献を志している

人 

 ・機械工学を学ぶ上で必要な数学、理科、英語などの基礎的な知識を有し、主体的

な学修に意欲がある人 

 情報通信システム工学科 

 ・コンピュータ、インターネットなどに興味を持っている人 

 ・携帯端末などの新しい電気機器や電子工作に興味のある人 

 ・情報や通信の技術を身につけて、社会に貢献したい人 

 メディア情報工学科 

 ・コンピュータの新しい技術に興味を持っている人 

 ・コンピュータを使って新しいものをつくり出す意欲のある人 

 ・コンピュータを使った技術によって社会に貢献したい人 

 生物資源工学科 

 ・生物化学、環境学、微生物学、食品化学に興味があり、探究心の強い人 

 ・自ら学ぶ意欲を持ち、何にでもチャレンジしようという意思のある人 

 ・バイオテクノロジー関連の技術者や研究者として社会に貢献したい人 

 

【入学者選抜の基本方針】 

 本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法

で入学者選抜を行います。 

・推薦による選抜 

 本校への入学意思が固く、志望する学科に対する適性や興味・関心の強い志願者（志

望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施します。そのため、

調査書による評価と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行います。 

・学力検査による選抜 

 本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、調査書と学力検査により選抜を

行います。 

・帰国子女特別選抜 

 本校への関心があり、日本国以外での教育を受けた志願者に対し、本選抜を実施し、

調査書、学力検査、小論文及び面接により選抜を行います。 
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◇募集人員 

※令和 3年度入学者から推薦選抜の募集人員を 50%程度に増員 

 

◇入試競争倍率 

（１）推薦による選抜 

 

 

 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

機械システム工学科 1.2 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

情報通信システム工学科 1.0 1.1 1.0 1.0 1.0 1.2

メディア情報工学科 2.2 1.4 2.1 1.0 1.1 1.4

生物資源工学科 1.0 1.0 1.0 1.6 1.0 1.1

全体 1.3 1.1 1.3 1.2 1.0 1.2

この表の数値を求める式は【倍率＝出願者数÷合格内定者数】である。

沖縄工業高等専門学校の入試競争倍率（推薦による選抜）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

機械システム工学科

情報通信システム工学科

メディア情報工学科

生物資源工学科

全体

学科名 入学定員 備 考 

機械システム工学科 40名 ※１推薦による選抜の募集人員は、入学定員の 

50％程度。 

※２帰国子女特別選抜による募集人員は若干名。 

  （定員内） 

情報通信システム工学科 40名 

メディア情報工学科 40名 

生 物 資 源 工 学 科 40名 

計 160名 
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（２）学力による選抜 

 

 

 

２．専攻科 

◇アドミッションポリシー 

【求める学生像】 

 ・技術者として地域社会、国際社会の発展に寄与したいと考えている人 

 ・専門分野に関連する基礎知識、基礎技術を身につけている人  

 ・基礎的な、コミュニケーション能力、倫理観を身につけている人  

 ・新技術、新産業の創出に高い意欲を持つ人 

 ・複合的視野をもち実践的応用能力を身につけることに意欲を持つ人 

【入学者選抜の基本方針】 

 本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法

で入学者選抜を行います。 

・推薦による選抜 

 本校への入学意思が固く、志望するコースに対する適性や興味・関心の強い志願者（志

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

機械システム工学科 2.2 1.1 1.3 1.1 0.7 0.5

情報通信システム工学科 1.3 2.1 0.9 0.8 1.3 1.5

メディア情報工学科 2.4 1.8 2.0 1.7 1.7 1.8

生物資源工学科 1.1 1.2 1.3 1.4 0.8 1.0

全体 1.7 1.5 1.3 1.2 1.1 1.2

この表の数値を求める式は【倍率＝出願者数÷合格内定者数】である。

沖縄工業高等専門学校の入試競争倍率（学力による選抜）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

機械システム工学科

情報通信システム工学科

メディア情報工学科

生物資源工学科

全体
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望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施します。そのため、

小論文と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行います。 

・学力検査による選抜 

 本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、学力検査により選抜を行います。 

・社会人特別選抜 

 本校で行われている研究・教育活動に興味がある志願者に対し、社会人の経験を活か

し、専攻科での見聞を培うため、本選抜を実施します。そのため、面接（アドミッショ

ンポリシーに従う質問）及び専門分野における口頭試問により選抜を行います。 

 

◇募集人員 

 

 

 

 

（コース名：機械システム工学、電子通信システム工学、情報工学、生物資源工

学） 

 

◇入試競争倍率 

（１）推薦による選抜 

 

 

 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

創造システム工学専攻 1.1 1.0 1.0 1.0 1.1 1.0

この表の数値を求める式は【倍率＝出願者数÷合格内定者数】である。

沖縄工業高等専門学校の入試競争倍率（専攻科）推薦による選抜の合計

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

創造システム工学専攻

専  攻 定  員 

創造システム工学専攻 24名 
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（２）学力による選抜 

 

 

 

２．取組 

1）全般 

 令和３年度専攻科推薦選抜は、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、面接を

オンラインにより実施し、受検者と事前の接続確認を実施することで、面接当日は、滞

りなく実施することができた。 

 令和３年度編入学生選抜は、当初、令和２年８月の実施を予定していたが、新型コロ

ナウィルス感染拡大防止の観点から、令和２年10月に変更して実施した。編入学生選抜

の検査当日は、感染防止対策を徹底し、通常通り学力検査と面接を実施した。前年度に

引き続き、1名が合格した。 

 少子化により中学生が減少する中、本校への受検機会を増やし、安定して志願者を確

保する必要があると考え、本校本科入学者の過去5年間の成績追跡調査を行った。その

結果、推薦選抜で合格した入学者は安定して進級していることを確認し、本科推薦選抜

の募集人員を、これまでの40%から50%に増員した。さらに、中学校3年間の内申点と

成績の追跡調査を行った結果、内申の合計点108点(平均4.0)以上であれば、安定して進

級していることを確認した。これに伴い、令和3年度本科入学者選抜から募集人員を50%

かつ内申の合計点108点(平均4.0)以上に変更した。その結果、令和3年度本科推薦選抜

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

創造システム工学専攻 1.9 1.6 2.2 2.5 2.5 2.3

この表の数値を求める式は【倍率＝出願者数÷合格内定者数】である。

沖縄工業高等専門学校の入試競争倍率（専攻科）学力による選抜

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

創造システム工学専攻
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の志願者が昨年より22名増え、99名になった。 

 

 

2）広報センターの設置と活動 

平成31年4月より、これまでの広報委員会から中学生や保護者、地域社会のニーズ

を把握し、受検倍率改善に向けた取り組みに力を入れる組織として、広報センターを

設置した。2年目の今年度は、受検倍率改善に向け広報センターの３つの柱となる取

り組みを主担当として実施するワーキングチームを作り、それぞれの担当部署が中心

となって、広報活動の企画を実施するような体制をとっている。 

 

 

 

 

 

今年度予定していた学内のイベントと広報活動のリンクを検討し、広報活動のフロ

ーを作成した。また、参加者がどのイベントに参加した方がよいかわかりやすいよう

にもフローを作成した。3月から準備を始め、4月から中学生へ向けた広報活動を行え

るように取り組みを進めてきたが、今年度は、コロナ感染防止の観点から、学内での

広報活動は、中止となった。 
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コロナ渦において今年度の広報センターでは、入学志願者獲得のために取り組んだ

活動を以下にまとめる。 

 

I. オンラインでの学校説明会を実施 

今年度、学校や各地区での学校説明会を実施する事が困難な状況のため、7月か

ら10月までの間、複数回オンラインでの学校説明会を実施した。午前と午後に時間

を設定し、中学生とその保護者が参加可能な時間に参加できるように環境を整えた。

また、11月にはオンライン入試説明会として、受検のスケジュールなどにポイント

を置いた説明会を実施し、12月には、オンライン入試相談会として実施した。今回、

オンラインのみでの広報活動となってしまったため、学校や教育内容を中心とした

学校説明会からスタートし、受検に向けて段階を踏んだ説明会を実施した。昨年と

今年度の各説明会の参加人数と数年間の参加人数の合計を以下の表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

II. 高専入試対策講座の動画配信 

 

平成30年度から取り組んできた高専の入試の対策講座（数学・理科）に関しては、

コロナ渦の感染防止の観点から、受検希望者を集めての講座の実施が難しいと判断

し、今年度は、動画での配信を試みた。Youtubeに動画をアップさせて頂き、限定に

よって視聴できるようにした。また、セキュリティの観点から限定配信や登録制にし、

開催日 開催地区 参加中学校 中３ 中２ 中１ 保護者 中学教員・塾講師 その他 参加者総数

4月14日 北部地区 12 12 4 12 21 0 0 49

4月28日 宮古地区 5 6 6 1 9 0 0 22

5月12日 中部地区 19 23 6 4 23 0 0 56

5月19日 那覇・南部地区 33 43 9 8 58 0 0 49

5月25日 八重山地区 2 4 0 1 3 1 2 11

10月12日 全地区 26 11 5 38 0 3 83

合計 71 114 36 31 152 1 5 339

令和1年度：学校説明会全体の集計人数



 25 

 

登録した中学生やその保護者に対して、テキストを郵送して受講して頂くように工夫

している。数学対策講座に関しては、登録申請をしてテキスト希望した中学生が190

人程度になった。単元別の動画の配信に関しては、数学19本、理科6本の講座を配信

している。これらの動画は、いつでも視聴して中学生が勉強に活用できるようにホー

ムページにも問題・回答・解説動画のリンクの情報を掲載している。 
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III. Lineでの情報発信の開始 

 これまで、イベント情報などの発信は、ホームページや中学校への案内を行うこと

により行ってきた。昨今、小・中学生のSNSの活用状況を鑑み、本校でもLineを用い

た情報発信により、小・中学生とその保護者に本校の教育に興味を持ってもらえるよ

うに取り組みを開始している。今年度は、スタートしたばかりという事もあるが情報

発信の内容は、高専入試対策講座の案内やオンライン学校説明会の案内に関しての配

信が中心となっている。 

 

 

 

12月31日の時点で、友達登録者数630人となっている。登録者の内訳は、以下のよう

になっており、男女比は半数ずつ、年齢は、10代と40代が多くなっている。県内のバ

ス車内での広告や浦添市とうるま市ホームページでのバナー広告なども実施してい

るが、今後も毎年新しい受検希望者に登録してもらうための工夫が必要である。 
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３．自己評価 

 今年度は、オンラインを活用しながらの広報活動が多く、受検希望者への情報の提

供など心配な部分もあった。コロナ渦の中でも受検希望者やその保護者に向けて、必

要としている情報を伝えてあげたいという思いが、教職員だけでなく本校の学生達に

もあり、オンライン学校説明会を通して、「高専での学び」に関して丁寧に説明を行

ってきた。その成果もあり、中学3年生の説明会の参加増や県外・離島からの説明会

の参加、オンライン入試対策講座の動画配信など沖縄高専の広報活動として得られた

成果も多くあった。 

 ただ、対面での学校説明会や学内や寮の見学、実際に高専に来てのサマースクール

などが実施できなかったため、次年度は、オンラインの活用だけでなく、感染対策を

徹底して、広報活動を行う必要があると考える。いまだ本校の教育内容や取り組み、

キャリアパスなど知られていない事が多く、小・中学生とその保護者への広報活動に

力を入れ、数年かけて学内全体で受検倍率を上げていく必要がある。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 教育内容及び方法 
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Ⅴ 教育内容及び方法 

1． 現状 

教育課程は全学科で一般科目を低学年に多く配置し、学年が進むにつれて専門科目の比重

が高まるくさび型の配置で編成されている。各学科の教育課程において、低学年に各分野の

基礎を学修する科目並びにエンジニアとしての基礎力を養う科目である専門基礎科目を配置

し、高学年に各分野の応用を学修する科目を含めた専門科目を多く配置している。 

必修科目と選択科目については、低学年では一般科目の選択科目が配置され、高学年では

専門科目と一般科目について選択科目が配置されている。後述するモデルコアカリキュラム

の内容を全学生が学修できるように、必修科目を多く配置している。 
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一般科目（令和2年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

国語Ⅰ 2 講義 2 通

国語Ⅱ 2 講義 2 通

国語Ⅲ 2 講義 2 通

文学概論 2 講義 2 半 学修単位

科学技術文章 2 講義 2 半 学修単位

English Comprehension Ⅰ 2 演習 2 通

English Comprehension Ⅱ 2 演習 2 通

English Comprehension Ⅲ 2 演習 2 通

English Comprehension Ⅳ 2 演習 2 半 学修単位

English Communication Ⅰ 1 演習 1 半

English Communication Ⅱ 1 演習 1 半

English Skills Ⅰ 2 演習 2 通

English Skills Ⅱ 2 演習 2 通

English Skills Ⅲ 2 演習 2 通

English Skills Ⅳ 2 演習 2 半 学修単位

English Skills Ⅴ 2 演習 2 半 学修単位

科学技術英語 2 演習 2 半 学修単位

歴史学概論 2 講義 2 通

地理学概論 2 講義 2 通

地域文化論 2 講義 2 半 学修単位

技術者倫理 2 講義 2 半 学修単位

現代社会 1 講義 1 半

基礎数学Ⅰ 4 講義 4 通

基礎数学Ⅱ 4 講義 4 通

微積分Ⅰ 4 講義 4 通

微積分Ⅱ 4 講義 4 通

線形代数 2 講義 2 通

確率・統計 2 講義 2 半 学修単位

物理Ⅰ 2 講義 2 通

物理Ⅱ 2 講義 2 通

化学 2 講義・演習 2 通

生物と環境 2 講義 2 通 生物・環境分野

地球科学概論 2 講義 2 半 学修単位

スポーツ実技Ⅰ 2 実技 2 通

スポーツ実技Ⅱ 2 実技 2 通

スポーツ実技Ⅲ 1 実技 1 半

健康科学 1 演習・講義 1 半

77 21 22 14 14 6

2 演習 2 半 学修単位

生命科学 2 講義・実験 2 半 学修単位

2 実技 2 通

2 講義 2 半 学修単位

2 講義・演習 2 通 　※外国人留学生科目

2 講義・演習 2 半 　※外国人留学生科目、学修単位

2 講義・演習 2 通 　※外国人留学生科目

2 講義・演習 2 半 　※外国人留学生科目、学修単位

8 0 0 0 8 0
本校以外の教育施設に於ける学修単位および資

格試験は含まない

2 0 0 0 2 0

85 21 22 14 22 6

79 21 22 14 16 6

＊　特別学修一般として資格試験を単位として認めることがある。ただし，卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

授業科目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

必

修

国

語

数

学

自

然

科

学

健
康
科
学

修得単位計

社

会

科

学

英

語

備 考
１年 ２年 ３年 ４年 ５年

開 　設 　単 　位 　合 　計

修 　得 　単 　位 　合 　計

日本事情Ⅰ※

選

択

英語演習

スポーツ実技Ⅳ

特許法・法学

日本語Ⅰ※

日本語Ⅱ※

日本事情Ⅱ※

開 　設 　単 　位 　計

修 　得 　単 　位 　計
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機械システム工学科（令和2年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

専門基礎工学 2 講義 2 半

プログラミングⅠ 2 講義・演習 2 通

応用数学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

応用数学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 通

機械力学 3 講義 3 通 学修単位

材料加工システムⅠ 3 実習 3 通 　 　

材料加工システムⅡ 3 実習 3 通

材料加工システムⅢ 2 実習 2 半

機械工作法 2 講義 2 通

機械材料 2 講義 2 通

ＣＡＤ・CAMⅠ 2 演習 2 通

ＣＡD・CAMⅡ 2 演習 2 半 学修単位

材料科学 2 講義 2 半 学修単位

機械製図基礎学 2 講義・実習 2 通 　

機械製図学 2 講義・実習 2 通

機械設計学 1 講義・実習 1 半

材料力学設計Ⅰ 2 講義・実習 2 通

材料力学設計Ⅱ 2 講義・演習 2 通

総合構造設計 2 講義・演習 2 通

熱工学 3 講義 3 通 学修単位

流体工学 2 講義 2 通

熱流体機器 2 講義 2 半 学修単位

電気・電子工学 2 講義 2 通

制御工学 2 講義 2 半 学修単位

メカトロニクス工学 3 講義・演習 3 通 学修単位

計測工学 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 1 講義・演習 1 半

機械システム工学実験Ⅰ 3 実験 3 通

機械システム工学実験Ⅱ 3 実験 3 通

卒業研究 8 実験 8 通

83 12 12 15 24 20

プログラミングⅡ 2 講義・演習 2 通

化学Ⅱ 2 講義 2 通
シ

ス

テ

ム

群

材

料

ＣＡＥ 2 講義 2 半 学修単位

シ

ス

テ

ム

群

設

計

エネルギー変換工学 2 講義 2 半 学修単位

生産工学 2 講義 2 半 学修単位

システム制御論 2 講義 2 半 学修単位

知能制御論 2 講義 2 半 学修単位

創造研究* 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊各学年毎に単位取得可

  （最大５単位）。

整備基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

整備基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空実習 3 実習 3 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

26 1 1 5 3 16

6 0 0 2 0 4

109 13 13 20 27 36

89 12 12 17 24 24

＊　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし，卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

授 業 科 目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

備考１年 ２年 ３年 ４年 ５年

必

修

専

門

科

目

全

学

共

通
基

礎

科

目

群

材

料

シ

ス

テ

ム

群

設

計

シ

ス

テ

ム

群

群

シ

ス

テ

ム

制

御

共

通

群

修得単位計

開　 設　 単　 位　 合 　計

修　 得　 単　 位　 合　 計

選

択

科

目

群

基

礎

制

御

群

シ

ス

テ

ム

共通群

指

定

科

目

プ

ロ

グ

ラ

ム

開 　設 　単 　位 　計

修　 得　 単　 位 　計
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情報通信システム工学科（令和2年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

離散数学 2 講義 2 半 学修単位

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 半 学修単位

情報通信工学実験基礎 2 実験 2 半 　 　 　

情報通信工学実験Ⅰ 2 実験 2 通

情報通信工学実験Ⅱ 2 実験 2 通

情報通信工学実験Ⅲ 2 実験 2 通

計算機工学Ⅰ 2 講義 2 通

計算機工学Ⅱ 2 講義 2 通

ソフトウェア演習 1 演習 1 半

コンピュータアーキテクチャ 2 講義 2 通

プログラミング基礎Ⅰ 2 講義 2 通

プログラミング基礎Ⅱ 2 講義 2 通

応用プログラミングⅠ 4 演習 4 通 学修単位

応用プログラミングⅡ 4 演習 4 通 学修単位

データベース 2 講義 2 半 学修単位

電気回路Ⅰ 2 講義 2 通

電気回路Ⅱ 2 講義 2 通

電磁気学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

ネットワーク概論 2 講義 2 通

信号処理 2 講義 2 半 学修単位

情報理論 2 講義 2 半 学修単位

通信工学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

通信工学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

半導体工学 1 講義 1 半

電子回路Ⅰ 2 講義 2 通

電子回路Ⅱ 2 講義 2 通

電子回路演習 2 演習 2 通 学修単位

集積回路工学 4 講義 4 通 学修単位

計測工学 2 講義 2 通

制御工学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

オペレーティングシステム 2 講義 2 通

アルゴリズムとデータ構造 2 講義 2 通

卒業研究 8 実験 8 通

88 12 12 17 23 24

化学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

電磁気学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

情報通信総合演習 2 演習 2 通 学修単位

電波電送学 2 講義 2 半 学修単位

通信法規 1 講義 1 半 学修単位

ＩＴ応用 2 講義 2 通

人工知能 2 講義 2 半 学修単位

制御工学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

組込システムⅠ 2 講義 2 半 学修単位

組込システムⅡ 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 2 講義・実習 2 通

創造研究* 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊　各学年毎に単位取得可

（最大５単位）。

整備基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

整備基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空実習 3 実習 3 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

33 1 1 5 13 13

1 0 0 0 1 0

121 13 13 22 36 37

89 12 12 17 24 24

＊　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

＊　修得単位に関して、学修単位数が60単位を超える場合には担任へ相談すること。

単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

備 考１年 ２年 ３年 ４年 ５年

工

学

群

電

子

・

集

積

回

路

ソ

フ

ト

ウ

ェ
ア

群

計

算

機

授 業 科 目

共通群

修得単位計

選

択

科

目

群

基

礎

工

学

群

情

報

通

信

ソ

フ

ト

ウ

ェ
ア

群

計

算

機

共

通

群

必

修

専
門
科
目

全
学
共
通

基

礎

科

目

群

工

学

群

情

報

通

信

指

定

科

目

プ

ロ

グ

ラ

ム

開 　設 　単 　位 　計

修 　得 　単　 位　 計

開 　設 　単 　位 　合 　計

修　 得　 単　 位　 合　 計
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メディア情報工学科（令和2年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

離散数学 2 講義 2 通

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 通

情報理論 2 講義 2 半 学修単位

プログラミングⅠ 3 講義 3 通

メディア情報工学セミナー 1 講義 1 半

コンピュータアーキテクチャ 2 講義 2 通

メディアコンテンツ基礎 3 講義・演習 3 通

メディア情報工学実験Ⅰ 4 実験 4 通

コンピュータグラフィックスⅠ 2 講義 2 半 学修単位

コンピュータグラフィックスⅡ 2 講義 2 半 学修単位

コンピュータグラフィックスⅢ 2 講義 2 半 学修単位

メディア情報工学実験Ⅱ 2 実験 2 通

プログラミングⅡ 4 講義 4 通

プログラミングⅢ 2 実験 2 通

アルゴリズムとデータ構造 2 講義 2 通

メディア情報工学実験Ⅳ 2 実験 2 通

オブジェクト指向言語 2 講義 2 半 学修単位

ＯＳとコンパイラⅠ 2 講義 2 半 学修単位

ＯＳとコンパイラⅡ 2 講義 2 半 学修単位

データベース 2 講義 2 半 学修単位

ディジタル回路 2 講義 2 通

メディア情報工学実験Ⅲ 2 実験 2 通

ディジタルシステム設計 2 講義 2 半 学修単位

通信工学 2 講義 2 通

情報セキュリティI 2 講義 2 半 学修単位

情報セキュリティII 4 講義 4 半 学修単位

コンピュータネットワークⅠ 2 講義 2 通

コンピュータネットワークⅡ 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 2 講義・演習 2 半 学修単位

卒業研究 8 実験 8 通

85 12 12 18 21 22

メディアコンテンツ応用 2 講義 2 半 学修単位

組み込みソフトウェア 2 講義 2 半 学修単位

信号処理とメディア通信 2 講義 2 半 学修単位

創造研究＊ 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊各学年毎に単位取得可

　（最大５単位）。

整備基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

整備基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空実習 3 実習 3 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

18 1 1 1 3 12

4 0 0 0 0 4

103 13 13 19 24 34

89 12 12 18 21 26

＊　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

＊　Ⅰ群：メディア・コンテンツ群、Ⅱ群：ソフトウェア群、Ⅲ群：ハードウェア群、Ⅳ群：ネットワーク群

授 業 科 目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

備 考１年 ２年 ３年 ４年 ５年

必

修

専
門
科
目

全
学
共
通

基

礎

科

目

群

Ⅰ

群

Ⅱ

群

Ⅲ

群

Ⅳ

群

共

通

群

修得単位計

選

択

Ⅰ～Ⅳ群

共通群

指

定

科

目

プ

ロ

グ

ラ

ム

開設単位計

修得単位計

開設単位合計

修得単位合計
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生物資源工学科（令和2年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

基礎科学 2 講義 2 半

応用物理 2 講義 2 通

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

基礎プログラミング 2 講義 2 通

情報技術の応用 2 講義 2 通

有機化学・物理化学 4 講義・実習演習 4 通

生物分析化学 2 講義・実習 2 通

生物有機化学 2 講義 2 通

生化学 3 講義 3 通

生化学実験 1 実験 1 通

遺伝子工学 2 講義 2 半 学修単位

遺伝子工学実験 2 実験 2 半 学修単位

生物工学 2 講義 2 半 学修単位

生物工学実験 2 実験 2 半 学修単位

微生物学 3 講義 3 通

微生物学実験 1 実験 1 通

発酵学 2 講義・実習 2 通

環境学 1 演習 1 半

環境学実験 2 実験 2 半

環境分析学 2 講義・演習 2 半 学修単位

生物資源利用学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

生理学 2 講義 2 半 学修単位

生理学実験 2 実験 2 半 学修単位

食品プロセス工学 4 講義 4 通 学修単位

食品製造学 2 講義・実験 2 通

産業創造セミナー 2 講義・演習 2 半 学修単位

バイオテクノロジー基礎実験 4 実験 4 通

化学および化学実験法 2 実験 2 通

化学資格基礎 2 講義 2 通

卒業研究 8 実験 8 通

81 13 12 19 23 14

分子生物学 2 講義 2 半 学修単位

細胞工学 2 講義 2 通

環境保全学 2 講義 2 半 学修単位

植物生理学 2 講義 2 半 学修単位

資源リサイクル学 2 講義 2 半 学修単位

生物資源利用学Ⅱ 2 講義・実験 2 半 学修単位

タンパク質工学 2 講義 2 通

産業化学 2 講義 2 通

創造研究＊ 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊　各学年毎に単位取得可

（最大５単位）。

21 1 1 1 5 13

8 0 0 0 2 6

102 14 13 20 28 27

89 13 12 19 25 20

＊　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

授 業 科 目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

備 考１年 ２年 ３年 ４年 ５年

必

修

専

門

科

目

全

学

共

通

基

礎

科

目

群

生

物

化

学

工

学

群

環

境

・

微

生

物

学

群

工

学

群

食

品

化

学

共

通

群

修得単位計

選
　
　
　
　
　
　
　
択

工

学

群

生

物

化

学

微

生

物

学

群

環

境

・

工

学

群

食

品

化

学

共

通

群

開設単位計

修得単位計

開設単位合計

修得単位合計
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１０　教育課程表（専攻科）

創造システム工学専攻令和2年度入学生)
備　　考

前期 後期 前期 後期
実用英語Ⅰ 2 講義 2

実用英語Ⅱ 2 講義 2

特別研究ⅠＡ 3 実験 3

特別研究Ⅱ 8 実験

専攻科実験 4 実験

創造システム工学実験 4 実験 4

23

日本文化論 2 講義 2
哲学・倫理学 2 講義 2
日琉交流史 2 講義 2
地球科学特論 2 講義 2
琉球諸語入門 2 講義 2
英詩研究 2 講義 2
English Business Communication 2 講義 2
スポーツ科学特論 2 講義 2

創造システム工学セミナー一般 2 講義
※ 学内で開催する教育技術講演会

※１年又は２年で修得可

4

特別研究ⅠＢ 3 実験 3

長期インターンシップ 4～12 実習

2年次選択可
1か月：4単位
2か月：8単位
3か月：12単位

物理学特論 2 講義 2
数学通論 2 講義 2
応用解析学 2 講義 2
応用物理特論 2 講義 2
物理化学 2 講義 2
バイオテクノロジー 2 講義 2
バイオマス利用工学 2 講義 2
品質・安全マネジメント特論 2 講義 2
経営工学 2 講義 2
グローバルインターンシップ 2 実習 １年次選択可

創造システム工学セミナー専門 2～8 講義

2単位：30時間
4単位：60時間
6単位：90.時間
8単位：120時間以上
※連携企業・提携校で実施する講義

15

42
84

備　　考

前期 後期 前期 後期

材料学特論 2 講義 2
溶接・接合工学 2 講義 2
連続体力学 2 講義 2
材料強度学特論 2 講義 2
数値シミュレーション 　Ⅰ 2 講義 2
数値シミュレーション 　Ⅱ 2 講義 2
生産工学特論 2 講義 2
制御系構成論 2 講義 2
表面工学 2 講義 2
輸送現象論 2 講義 2
流体工学特論 2 講義 2
熱機関工学 2 講義 2
ロボット工学 2 講義 2
技術管理概論 2 講義 2
シミュレーション工学 2 講義 2
数理計画法 2 講義 2
生体情報工学 2 講義 2
数値解析論 2 講義 2
信号処理特論 2 講義 2
アルゴリズム理論 2 講義 2
マイクロ波工学 2 講義 2
システムＬＳＩ設計工学 2 講義 2
光電子デバイス 2 講義 2
半導体物性工学 2 講義 2
弾性波工学 2 講義 2
電子機器工学 2 講義 2
知能システム特論 2 講義 2
ＬＳＩプロセス工学 2 講義 2

※１年又は２年で修得可

修 得 単 位 計 42

開 設 単 位 計 84

種別 コース 必修・選択の別 科　　　目　　　名

専
 

門
　
科
　
目

機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
コ
ー

ス

選　択
電
子
通
信
シ
ス
テ
ム
工
学
コ
ー

ス

単位数 区分

学年別配当単位数

1年 2年

修得単位計 4

専
門
共
通
科
目

選　択

4 ～ 12

2

2 ～ 8

修得単位計 15

9 14

一
般
科
目

選　択

2 2

学年別配当単位数

1年 2年

全
コ
ー

ス

一

般

科

目

必　修
専

門

共

通

科

目

8

4

修得単位計

必修・選択の別 科　　　目　　　名 単位数 区分

３単位以上

修得するこ

と
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２．取組 

◇授業の内容 

 各科目の授業内容は、本科教育目標のいずれかの項目に沿うものとなっており、シラバ

スにその科目が対応する目標の番号や関連する他の科目を記載することとしている。さら

に、各科目は国立高等専門学校のモデルコアカリキュラムの学修項目との対応を記載して

いる。ここで、モデルコアカリキュラムとは、国立高等専門学校のすべての学生に到達さ

せることを目標とする最低限の能力水準・修得内容である「コア（ミニマムスタンダード）」

と、高専教育のより一層の高度化を図るための指針となる「モデル」を提示している。ま

た、全国の国立高等専門学校で統一化されたWebシラバスを導入し、全て科目の教育内容を

公開している。 

 

 国立高専機構 モデルコアカリキュラム 

  URL: http://www.kosen-k.go.jp/news/news20120419.html 

 

 国立高専機構 Webシラバス 

  URL: https://syllabus.kosen-k.go.jp/Pages/PublicSchools 

 

 

 

 

 

 

 

情報数学 2 講義 2
メディアコンテンツ特論 2 講義 2
応用統計学 2 講義 2
組込システム特論 2 講義 2
データ工学 2 講義 2
情報セキュリティ特論 2 講義 2
ソフトウェア開発特論 2 講義 2
計算機科学特論 2 講義 2
ロボティクス 2 講義 2
ヒューマンインタフェイス 2 講義 2
ネットワーク特論 2 講義 2 光通信システムの名称・配当学年変更

システム制御工学 2 講義 2 システム制御理論を名称変更
適応処理特論 2 講義 2
神経細胞生物学 2 講義 2
資源生物機能形態学 2 講義 2
分子生物学II 2 講義 2
植物工学 2 講義 2
無機化学 2 講義 2  
代謝生化学 2 講義 2
応用微生物学 2 講義 2
食品衛生工学 2 講義 2
酵素化学 2 講義 2
醸造学 2 講義 2
生物資源の機能性科学 2 講義 2
酸化ストレスの生命科学 2 講義 2
タンパク質資源利用学 2 講義 2
食品化学 2 講義 2
食品機能学 2 講義 2

6単位まで認める
航空工学Ⅰ 2 講義 2
航空工学Ⅱ 2 講義 2
航空工学Ⅲ 2 講義 2
航空工学Ⅳ 2 講義 2

20
112

62
196

※　本校以外の教育施設で修得した単位を認めることがある

196

20

開 設 単 位 計 66 46

修 得 単 位 計 62

専
 

門
　
科
　
目

情
報
工
学
コ
ー

ス

選　択

生
物
資
源
工
学
コ
ー

ス

他コースの選択科目
プ

ロ

グ

ラ

ム

指

定

科

目

選　択

修 得 単 位 計

開 設 単 位 計
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◇インターンシップでの取り組み 

 講義や実験などで学んだ知識が社会活動にどのように関わっているかを研修/実習を通し

て理解することを目的として、本科４年の必修科目として「インターンシップ」を開設して

いる。今年度は、新型コロナウィルス感染拡大予防の観点から、県外のインターンシップに

参加できないため、地元企業と連携して、地域課題解決に向けて取り組むこととした。 

 名護市の商店街を「もっと活性化させたい」という名護十字路商店連合会の思いを受け、

本校情報通信システム工学科４年生が、共に問題・課題解決に向け、名護市観光マップサイ

トの制作に取り組んだ。制作した観光マップサイトは、本校の学生がラベルのデザインを担

当し、日本トランスオーシャン航空で機内販売される「75BEER飲み比べセット」の箱にも紹

介されている。 

 

     名護市観光マップサイト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 観光モデルコースの案内           75BEER飲み比べセットBOX 

  

 

前年度指摘事項 

 地域や地元企業と連携した人材育成について、自己点検評価書に記載して頂きたい。 

 

今年度改善事項 

 「インターンシップ」において、地域や地元企業と連携して課題に取り組むことで、座学

や実験などで学んだ知識が社会活動にどのように関わっているかを研修/実習を通して理解

することができた。 
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◇創造システム工学実験 

 課題を設定し、設定した課題解決のために、適切に実験計画を立て、それを遂行するため

の技術を身につけることを目的として「創造システム工学実験」を専攻科第１学年の必修科

目として開設している。特に今年度は「地域」、「企業」、「世界」の課題に対して、グルー

プごとに課題を設定し、課題解決に向けて地域や地元企業と連携して取り組んだ。 

 

  

 

  
 

 

前年度指摘事項 

 地域や地元企業と連携した人材育成ができないか。 

 

今年度改善事項 

 「創造システム工学実験」において、地域や地元企業と連携して課題に取り組むことで、

創造的思考力及び工学関連分野（機械・電気電子・情報・生物）の問題発見・解決方法を身

につける機会を得ることができた。 
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◇航空技術者プログラム 

 沖縄県の進める「21 世紀ビジョン」の重点戦略の一つである「航空関連産業クラスターの

形成」の中核をなす、MRO 事業を展開する MRO Japan をはじめとした、航空関連産業界で

活躍する人材を育成することを目的として、平成 27 年度に開設された人材育成事業が航空技

術者プログラムである。本プログラムの教育課程は、専攻科課程を含む４年間の学修期間に

おいて航空機整備と航空工学の基礎を学修する科目で編成されている。プログラムの対象と

なる学科は、機械システム工学科、情報通信システム工学科、メディア情報工学科の３学科

となっている。 

 本科４年生から始まるプログラムのギャップを埋めるために、連携している、日本トラン

スオーシャン航空株式会社や琉球エアコミューター株式会社から講師を派遣してもらい、特

別講義を実施し人材育成の充実を図っている。 

 

 

新設カリキュラム内容 
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特別講義（１～３年） 

   
 

 

整備基礎Ⅰ（４年履修科目） 

   
 

 

航空機整備基礎実習（５年履修科目） 

   

 

 

航空実習（５年履修科目） 
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 今年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、前期中は実習および特別講義が

実施できなかったが、実習は後期に授業時間を確保し、特別講義はオンラインを併用するこ

とによって、質の高い学修機会の確保に取り組んだ。 

 また、航空業界は大変厳しい状況であったが、航空会社への就職を含め、受講者全員の進

路が確定している。 

 

 

３．自己評価 

 準学士教育課程は本校の本科教育目標が達成されるように授業科目を設定し、学年進行に

伴って段階的に履修ができるように適切に配置されている。低学年には主に一般科目や基礎

的な専門科目が配置され、高学年では応用分野を含む専門科目が多く配置されており、一般

科目と専門科目が本科教育課程の中でバランスよく編成されている。 

 専攻科課程は準学士課程の専門学科を母体とした４コースから構成されている。授業科目

は専攻科教育目標と教育方針に基づき配置され、各コースで準学士課程と専攻科課程を含め

た７年間で体系的な教育課程が編成されている。専攻科教育目標との対応関係が明記された

シラバスが作成され、活用されている。 

 

 

 

男 女 男 女 男 女 男 女

1 1

1

1

沖縄高専　専攻科 3 1

1

　　　　　　　　　　　　　　（大学院） 1

令和３年３月　本科卒業・専攻科修了予定者（航空技術者プログラム）　就職・進学実績

進路

就職

進学

専攻科機械システム工学科 情報通信システム工学科 メディア情報工学科



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 教育の成果 
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Ⅵ 教育の成果 

 

１．現状 

 学生のキャリア形成と学生及び卒業生の進学・就職活動を支援することを目的としてキ

ャリア教育センターを設置している。 

 キャリア教育センターは、策定しているキャリア教育プランに沿って各学年に対して担

任らと連携しながら学生のキャリア教育に取り組んでいる。さらに、学内のグローバル交

流推進センターや地域連携研究推進センターと連携した取り組み、企業と共同した取り組

みを進め、学生に多方面から働きかけることで「自分の進路を自分で決定すること」を支

援している。 

 

２．取組 

今年度は、各学年に対する講演会、セミナー、ワークショップ等をオンラインで実施し

ている。特に、4学年必修科目「インターンシップ」や 5学年での進路決定に関する支援に

ついて担任らと連携した取り組みをしている。また、キャリア教育センターにはキャリア

アドバイザーを置き、学生の進路に関する個別相談に対応している。 

キャリア教育年間スケジュール 

 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 専攻科１学年 専攻科２学年 

キ
ャ
リ
ア
教
育
プ
ラ
ン 

自立・自律の姿

勢を身につけ

る． 

自己と社会と

の関わりにつ

いて考える． 

将来計画に基

づき，具体的な

行動方針を決

める． 

社会人マナーを

理解し，実践でき

るようにする．イ

ンターンシップ

で企業内容と，求

める人材につい

て理解する． 

就職・進学に向

けた努力．社会

に出るための知

識を身に付け

る． 

専門性を生かし

た社会進出を目

指す． 

専門性を生かし

た社会進出を目

指す． 

前 

学 

期 

 講話（センター

長）「進路決定

のために」＊ 

 インターンシッ

プ事前学習 
 
講演会「進学に関

するキャリア教

育」＊ 
 
セミナー 

「身だしなみ・マ

ナーセミナー」＊ 
 
企業実習（オンラ

インのみ） 

企業説明会 
 
セミナー 

「自己分析」 

「筆記試験対

策」 

「面接対策」 

創造システム工

学セミナー（一

般） 

 

セミナー 

「自己分析」 

「筆記試験対

策」 

「面接対策」 

後 

学 

期 

講演会 

「キャリア啓

発講演会」＊ 

講演会 

「キャリアガ

イダンス」＊ 
 
セミナー（学科

別） 

セミナー 

「コミュニケ

ーション研修」

＊ 

 

講演会 

「履歴書作成

講座」＊ 
 
講演会（企業技術

者） 
 
インターンシ

ップに向けた

業界研究 

インターンシッ

プ発表会 

 

セミナー 

「業界研究会の

歩き方」＊ 
 
オンライン合同

業界研究会 
 
「適性検査対策

WEBテスト」＊ 
 
講演会（企業技術者） 

セミナー 

「ワークルー

ル」＊ 

長期インターンシッ

プ 
 
グローバルインターンシ

ップ 
 
オンライン合同

業界研究会 
 
講演会（企業技術者） 

講演会（企業技

術者） 
 
セミナー 

「ワークルー

ル」＊ 

通
年 

全学年 

講演会（卒業生） 企業技術者等との定期懇談会 ＊企業説明会（個別） ＊大学・大学院説明会（個別） 

リーディングスキルテスト 

＊新型コロナウイルス感染症への対応のため、オンラインで実施 
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本科４年生と専攻科１年生を対象とした業界研究会（開催：沖縄高専）について、これ

まで年３回実施してきたが、今年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、Teamsを

利用したオンラインでの開催とし、年２回（１２月）実施した。 

 

 第１回業界研究会参加企業         第２回業界研究会参加企業 

  

 

 

 

番号 社名

1 SCSKニアショアシステムズ株式会社

2 株式会社FIXER

3 琉球セメント株式会社

4 富士通クラウドテクノロジーズ株式会社

5 株式会社阪技

6 りゅうせきグループ

7 いであ株式会社　沖縄支社

8 株式会社エム・ソフト

9 株式会社テクノ菱和

10 第一三共プロファーマ株式会社

11 MRO Japan株式会社

12 アイエックス・ナレッジ株式会社

13 株式会社ビーンズラボ

14 三菱電機ビルテクノサービス株式会社

15 矢崎総業株式会社

16 株式会社太陽機械製作所

17 日本ソフテック株式会社

18 中部飼料株式会社

19 日本原子力発電株式会社

20 横河ソリューションサービス株式会社

21 大阪ガス株式会社

22 中部電力株式会社

23 株式会社ヴィッツ沖縄

24 NTT東日本グループ会社〈エンジニア〉

25 メタウォーター株式会社

26 三洋化成工業株式会社

27 出光興産株式会社

28 株式会社BlueMeme

29 株式会社NS・コンピュータサービス

30 株式会社日立ハイシステム21

31 株式会社酉島製作所

32 株式会社九南

33 株式会社タマディック

34 株式会社スターシステム

35 株式会社NTTネオメイト

36 株式会社アウトソーシングテクノロジー

37 株式会社日立社会情報サービス

38 小島プレス工業株式会社

39 拓南グループ

40 株式会社アイティーオー

41 パーソルパナソニックHRパートナーズ株式会社エクセルテクノロジーカンパニー

42 株式会社NTTファシリティーズ九州

43 株式会社ダイハツビジネスサポートセンター

44 I-PEX株式会社

45 雪印メグミルク株式会社

46 DIC株式会社

47 株式会社アイエンター

48 富士電機株式会社

49 大阪シーリング印刷株式会社

50 ジョンソンコントロールズ株式会社

51 東京エレクトロングループ

52 株式会社エンバイオ・エンジニアリング

53 キリンビバレッジ株式会社

54 株式会社ディスコ

55 株式会社タップ　沖縄事業所

56 東芝ITサービス株式会社

57 株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング

58 TOTOバスクリエイト株式会社

59 株式会社太名嘉組

60 東海旅客鉄道株式会社

番号 社名

1 株式会社中央エンジニアリング

2 キャノンメディカルシステムズ株式会社

3 株式会社ビジュアル・プロセッシング・ジャパン

4 日本オーチス・エレベータ株式会社

5 日本特殊研砥株式会社

6 日東電工株式会社　関東事業所

7 エスアイエス・テクノサービス株式会社

8 ダイキン工業株式会社

9 株式会社メンバーズ

10 スチールプランテック株式会社

11 琉球放送株式会社

12 サントリーグループ

13 株式会社ウォンツ

14 株式会社オカノ

15 株式会社KDDIウェブコミュニケーションズ

16 NOK株式会社

17 田中貴金属グループ

18 株式会社アルプス技研

19 大同火災海上保険株式会社

20 高砂熱学工業株式会社九州支店

21 株式会社ヴィッツ

22 東亜工業株式会社

23 京セラ株式会社　鹿児島国分工場

24 株式会社ベアック沖縄

25 株式会社ソフトウェア・サイエンス

26 株式会社スリーエスシステムアンドサービス

27 盟友技研株式会社

28 伊藤忠製糖株式会社

29 株式会社富士テクノソリューションズ

30 MOOC（ものづくりOnly One Club）

31 株式会社NHKテクノロジーズ

32 東空販売株式会社

33 株式会社セゾン情報システムズ

34 沖縄クロス・ヘッド株式会社

35 沖縄電力株式会社

36 ムラテックCCS株式会社

37 金秀バイオ株式会社（金秀グループ）

38 沖縄日立ネットワークシステムズ株式会社

39 トラストコミュニケーション株式会社

40 株式会社開邦工業

41 山九株式会社

42 株式会社RKKコンピューターサービス

43 株式会社トヨタシステムズ

44 日立建機日本株式会社

45 パーソルプロセス＆テクノロジー株式会社

46 トランスコスモス株式会社

47 株式会社クリエイティブキャスト

48 東芝プラントシステム株式会社

49 レイズネクスト株式会社

50 株式会社NTTフィールドテクノ

51 全保連株式会社

52 株式会社富士通九州システムズ

53 株式会社前川製作所

54 株式会社シーエー・アドバンス

55 株式会社ソフトサービス

56 沖縄明治乳業株式会社

57 NECフィールディング株式会社

58 オリオンビール株式会社

59 ニプロ株式会社
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48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

49 

 

 

  



 

50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

51 
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３．自己評価 

 本科及び専攻科の就職希望者の就職率は、ほぼ100％を保っており、就職先は各学科の専門分野

に沿っている。また、進学希望者は関連分野の希望校へ進学している。就職や進学の状況から判

断して、教育の成果や効果が十分上がっていると判断できる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 学生支援等 
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◇学生の課外活動支援体制 

１． 現状   

部・同好会等の課外活動に対する支援としては、教職員による人的支援、活動場所及び後援会

による資金面での支援等の体制を整えている。人的支援としては、各団体に顧問を担当する教員

を配置し、支援体制を整備している。資金面における支援としては、後援会による補助の体制が

整備されている。顧問は、原則として全教員で対応することとなっており、学生主事名で希望調

査を行い、各団体の活動実績等を考慮して１名～５名の教員を配置している。顧問の兼任につい

てはできるだけ避けるようにしているが、教員数に比べて団体数が多いため、数名の教員が兼任

を行っている。顧問の主な業務としては、部員及び活動の監督・指導、年間を通しての大会・練

習試合等のスケジュールの把握、校外活動の際の引率等がある。また、外部コーチを委嘱して技

術指導を行い、競技力の向上に努めるとともに教員の業務負担軽減を行っている。 

 

    団体数 

 
体育部会 文化部会 

委員会等 
部 同好会 部 同好会 

平成 30年度 12 4 4 4 6 

令和元年度 12 4 4 7 4 

令和 2年度 13 3 4 7 4 

団体名 

団体名（体育部

会） 
顧問人数 団体名（文化部会等） 顧問人数 

ハンドボール部 4 デジタルアート部 1 

弓道部 2 総合美術部 1 

水泳部 4 軽音楽部 2 

バレーボール部 2 楽器部 2 

テニス部 2 合唱同好会 1 

男子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ部 3 アマチュア無線同好会 1 

女子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ部 3 写真同好会 学生委員会預かり 

サッカー部 3 ピアノ同好会 1 

硬式野球部 2 生物資源利用研究会 1 

卓球部 2 エイサー同好会 1 

バドミントン部 3 モノカルチャー同好会 2 

ダンス部 1 ロボット製作委員会 4 

ソフトテニス部 2 ICT委員会 3 

剣道同好会 1 国際交流委員会 1 

空手同好会 学生委員会預かり イベント運営委員会 1 

陸上同好会 1   
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   外部コーチ委嘱数 

 

 

 

 

 

 

２．取組 

令和２年度 部・同好会等の主な実績一覧 （12月 1日現在） 

団体名 実績 

ロボット製作委

員会 

【アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2020九州沖

縄地区大会】 

●特別賞 

   中村 英誠（機械システム工学科２年） 

   宮里 鷹翔（機械システム工学科２年） 

   小濱 就（情報通信システム工学科２年） 

部・同好会以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 31 回伊藤園お～いお茶新俳句大賞】 

●佳作特別賞 

美里 幸輝（メディア情報工学科５年） 

前田 凌雅（情報通信システム工学科５年） 

 

【第５８回全沖縄児童生徒書き初め展】 

●金賞 

   宮里 泰生（メディア情報工学科２年） 

●銅賞 

   赤嶺 和奏（生物資源工学科４年）  

 

【第６８回全琉小・中・高校図画作文書道コンクール】 

●書道優秀賞 

   宮里 泰生（メディア情報工学科２年） 

 

【2019年度高専ワイヤレスIoT技術実証コンテスト（５Ｇ活用部門）】 

●ビジネスクリエイト大賞 

奥浜 駿（専攻科電子システム工学コース１年） 

   比嘉 諒人（情報通信システム工学科５年） 

   ピッチ デイヴィット（情報通信システム工学科５年） 

   金城 琉馬（情報通信システム工学科４年） 

   西 達大（専攻科電子システム工学コース１年） 

   照屋 珠嵐（情報通信システム工学科５年） 

   前門 秀槙（情報通信システム工学科５年） 

  委嘱人数(うち専攻科生) 謝金総額 

平成 30年度 19（6） 1,251,660（支出額） 

令和元年度 17（9） 734,800（支出額） 

令和 2年度 12（3）    970,280（予算額） 
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団体名 実績 

部・同好会以外 仲間 功太（情報通信システム工学科５年） 

   狩俣 龍之介（情報通信システム工学科５年） 

   大城 翼（情報通信システム工学科４年） 

 

【第 1回全国高等専門学校ディープラーニングコンテスト 2020】 

●矢崎賞 

   比嘉 諒人（情報通信システム工学科５年） 

   ピッチ デイヴィット（情報通信システム工学科５年） 

   金城 琉馬（情報通信システム工学科４年） 

   古堅 飛向（情報通信システム工学科３年） 

 

【ITU AI/ML in 5G Challenge Global Round in Japan】 

●Performance Award  

     宮城 直季（機械システム工学科１年） 

   相島 和貴（情報通信システム工学科１年） 

   市場 智也（情報通信システム工学科１年） 

   松田 恋椰（メディア情報工学科１年） 

 

   

 

３.自己評価 

 学生の課外活動等の支援については、九州沖縄地区及び全国規模の各種大会・コンテストにお

いて引き続き優秀な成績を残していることから、成果があるものと考える。また、高専体育大会

や各コンテストに参加することにより、全国の高専生・大学生との交流が図られている。しかし

ながら、県外の大会への参加には旅費の負担が多く、後援会等から安定した補助財源の確保を引

き続き行っていく必要がある。加えて、土日祝日に行われる課外活動の監督や大会引率等による、

顧問教員の業務負担軽減についても目下の課題となっている。現在、各部活動・同好会・委員会

の直近３年の活動状況を調査し、関係教員向けに共有化したところである。本データを基に、次

年度以降の適切な顧問配置を行うことで、業務の適正化を図りつつ、学生の積極的な活動を支援

する体制を整備していく。また、令和２年３月６日に「沖縄工業高等専門学校の課外活動に係る

活動方針」を策定しており、教職員の過度な業務負担や時間外勤務の要因となっている課外活動

関連業務の適正化を実施していく。 
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◇保健室、学生相談・支援室 

１．現状 

本校の保健室及び学生相談・支援室は、学生の健康及び環境上の問題を改善する拠点の一つと

して機能している。また、相談員によるカウンセリングを実施しており、人員配置は以下のよう

になっている。 

 配置場所 勤務体制 

看護師（常勤） 保健室 平日 

看護師（非常勤） 保健室 平日午後 

カウンセラー：男性（非常勤） カウンセリングルーム 月・火  15:00-18:00 

金    16:15-18:00 

カウンセラー：女性（非常勤） カウンセリングルーム 水・木  15:00-18:00 

保健師（非常勤） 寮（５F相談室） 土日祝日 10:00-17:00 

月・金  13:00-20:00 

利用者状況は以下になっている。 

  利用者 H28 H29 H30 R1 R2※ 

保健室 

学 生 781 671 636 445 249 

保護者 13 6 9 2 5 

教職員 88 49 32 12 83 

相談室 

学 生 282 253 260 192 73 

保護者 38 34 27 22 18 

教職員 126 69 93 55 42 

寮 

学 生 - - - 235 81 

保護者 - - - 10 0 

教職員 - - - 0 2 

※令和２年 12月まで 

２．取組 

平成 28 年に施行された「障害者差別解消法」に基づき、発達障害を含めた障害など、就学上、

合理的配慮を要する学生に対する支援に関して、本人の申請と同意による支援内容及び支援体制

の構築に、昨年度より着手している。本年度は、令和２年 12 月時点で 19 名の支援申請があり、

学習支援などの配慮を行っている。また、新型コロナウィルス感染拡大防止措置のため、遠隔授

業期間中も Web 会議や電話などでカウンセリングを実施した。また、教職員向けに研修会を実施

した。 

 

３．自己評価 

本校における保健室及び学生相談・支援室に関しては、学生ひとり一人の健康及び環境上の問

題を改善するために、保健室やカウンセリングルームが設置されいる。保健室には看護師が、カ

ウンセリングルームには医療・教育の現場で経験を持つ相談員（カウンセラー）が、カウンセリ

ング（相談）にあたっている。また、学生の特性・個性にあわせて、適時、支援チームを発足し、

学生の修学環境の改善に努めている。 

以上により、保健室及び学生相談・支援室は、人員、施設とも適切に配備され、有効に活用さ

れている。 
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◇図書等整備状況 

 

１．現状 

 本校の図書館は、教育・研究を支援する拠点の１つとして機能している。館内には情報学、工

学、自然科学等の専門書を中心として、学術雑誌、文庫本、視聴覚資料、全国の高等専門学校関

連資料などを所蔵し、視聴覚資料については館内の AVブースやメディアホールの大型スクリーン

で視聴することができる。開架閲覧室は、740㎡（125席）あり、広いスペースで図書の閲覧や学

習ができるようになっている。蔵書数は、令和２年５月１日現在で、図書約８万１千冊・雑誌約

１万５千冊となっている。 

 

２．取組 

 今年度は新型コロナウイルス(COVID-19)感染症防止にかかる対応等を行いながらの図書館運営

となった。コロナ渦中に於いて、ガイドラインを制定し、学生への安全性とサービスの提供の継

続という両視点からの図書館運営を行った。 

 

（１）座席数調整 

 従来の図書館座席数のレイアウトを変更し、ソーシャルディスタンスの確保を行った。ま

た、座席数や間隔は、沖縄県新型コロナウイルスに関する警戒レベル及び、沖縄高専新型コ

ロナウイルス感染症対策本部行動基準を確認の上、随時変更を行える体制の継続がされてい

る。(令和３年１月現在の新型コロナウイルス対応着座可能座席数：９５席) 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 新型コロナウイルス感染症発生前の座席配置      コロナ渦中の座席配置    
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（２）学生に対し、図書館蔵書郵送貸し出しサービスを開始 

 令和２年５月１８日(月)より、図書館蔵書郵送貸し出しサービスを提供開始した。本サービスの

利用を行うために、学生は本校図書館に電話や申し込み書類の提出をすることなく、クラウドサ

ービスで必要情報を入力するのみで迅速な対応が行える体制とした。令和３年１月時点で１００

冊以上の利用があり、現在も通学ができない学生に対し本サービスを継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 郵送図書貸し出しサービス申請用クラウドフォーム       郵送図書貸し出しサービス利用分析 

 

（３）リモートブックハンティングを実施 

 ブックハンティングとは、毎年高専祭終了後の休校日を利用し、学生図書委員(約２０名)で、書

店に訪問し、直接選書を行うイベントである。 

 今年度は、書店訪問が出来ない状態となったので、学生全員参加型のリモートブックハンティ

ングの実施を行った。 

 学生は自宅・学生寮に居ながらにして、選書リクエストを出すことができる。(図書館蔵書郵送

貸し出しサービスと同様にクラウドフォームを利用) 

 結果、今年度は、220 冊のリクエストを受け付けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 リモートブックハンティング申し込み用クラウドフォーム     リモートブックハンティング告知を自宅に送付済 

 

 

 

 

 



59 

 

 

（４）沖縄県感染防止対策徹底宣言ステッカーの取得 

 沖縄県は、感染防止対策を行った事業体の支店や部署ごとに、感染防止対策の完了が確認され

た後、ステッカーの発行を行っている。 

 沖縄高専図書館は県内大学・高専図書館で初の本ステッカーの取得を行った。 

 令和２年１２月２日(水)に、伊原校長、小池図書館長による、沖縄県感染防止徹底宣言ステッカ

ー貼付式を挙行し、ローカル新聞２社の取材を受けた。 

 

         沖縄県感染防止対策徹底宣言ステッカーの取得にかかる変遷 

８月 沖縄県感染防止対策徹底宣言ステッカー制度開始 

 

９月 

ステッカー取得申請条件である日本図書館協会「図書館における新

型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」を確認の上、業務改

善開始 

１０月 本校図書館利用におけるガイドラインを更新 

１１月 沖縄県にステッカーの申請を行う 

１２月 ステッカー受領の上、貼付式を挙行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      取得したステッカー         琉球新報１２月１８日(金)掲載 

 

 

 

 

 

 

             沖縄タイムス１２月１７日(木)掲載 
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（５）図書館企画を実施 

 総合科学科(国語授業)と連携し、書評展示コーナーの作成、総合科学科崎原講師等と連携

し、Bridge展の開催(LGBT・発達障害・聴覚障害・吃音に対する理解)を行った。 

 また、コロナ渦中ではあるが学内紙「Library News」は継続発行しており、今年度は４報

が発行された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     学生書評展示              Bridge展の開催 

 

（６）図書館出入り口の更新 

 図書館出入口にはゲートがあり、入館時に学生証付属のバーコードを読み込ませる必要性

があったが、老朽化のため読み取り精度の低下により学生１人当たり平均５秒の入館所要時

間を要していた。 

 ゲートを撤廃し、セキュリティ柵の配置適正化を行い、学生１人あたりの入館所要時間を

１秒に短縮した。 

 これは１クラスあたり４０名として、１６０秒の改善となる。 

 また、従来、授業開始時に集中入館があり、ゲート付近で学生が密となっていた状態も併

せて改善された。 

 

 

 

 

 

 

      改修工事前の配置             改修工事後の配置 

 

（７）図書館レイアウトの変更 

 図書館出入口付近に、新聞・雑誌を効果的に配置した。 

 これにより学生は、日々変化する情報をいち早く確認できるようになり、図書館来訪への

動機要因が１つ追加された。 
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３．統計 

 例年参与の会での統計報告は、「入館者推移」「貸出冊数推移」のみであったが、今年度か

ら「蔵書数推移」「図書閲覧数推移」の統計情報を追加する。 

 

入館者数推移                                              (単位：冊) 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

学生(本科・専攻科生) 54,658 60,806 54,658 

教職員(教員・技術職員・事務職員) 10,478 10,467 9,508 

学外利用者 1,479 1,448 1,014 

総計 76,916 72,721 65,180 

 

貸出冊数推移                                              (単位：冊) 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

学生(本科・専攻科生) 22,622 18,510 14,583 

教職員(教員・技術職員・事務職員) 3,784 2,362 1,986 

学外利用者 375 583 434 

総計 26,781 21,455 17,003 

 

蔵書数推移                                                (単位：数) 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

一般書籍 58,027 59,439 62,314 

英語多読・多聴書籍 16,385 16,397 16,398 

AV(DVD・CD 等) 1,782 1,816 1,864 

雑誌 13,770 14,573 15,405 

 

閲覧数推移                                                (単位：回) 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

雑誌閲覧数 2,159 2,041 1,484 

新聞閲覧数 未取得 4,077 5,605 

電子ジャーナル閲覧数 6,721 6,475 4,518 

AV(DVD・CD 等)閲覧数 519 432 362 

 

４．自己評価 

 本校の図書館は、図書・学術雑誌・AV(視聴覚資料)・電子ジャーナル・新聞閲覧サービスがあ

り、利用者に提供を行っている。 

 今年度は沖縄県感染防止対策徹底宣言ステッカーの取得を始め、新型コロナウイルス感染症防

止にかかる対応と、「教員等による選書」「リモートブックハンティングによる学生選書」を実施

し、利用者サービスの両立を目指す運営を行ってきた。 

 翌年度以降も、新型コロナウイルス感染症防止にかかる対応含め、学校運営に併せ、柔軟な対

応を行い、利用者サービスの継続・向上が行える体制が整っている。 
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Ⅷ 施設・整備 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

63 

 

Ⅷ 施設・整備 

 

１．現状 

 本校の施設・設備は、教育内容を達成するため総面積156.056 ㎡の敷地に創造・実

践棟、メディア棟、体育館、学生寮などの建物に各教室、演習及び実験室、図書館、

IT教室、CALL教室、事務部、視聴覚ホール、レストラン、アリーナ、格技場、トレー

ニング場、伝統芸能場、プール、陸上競技場、多目的グランド（野球場）、テニスコー

トの施設を備えている。また本校の特徴となる教育施設として、夢工場や教育・実験

棟などがある。 
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沖縄高専の学生寮は、１年生と２年生は優先的に入寮することができる。２年生以上

の学生が次年度、入寮を希望する場合には、学生寮委員会で審議し、入寮の可否を通知

する。本校の学生寮は単に通学の便宜を図るためだけではなく、「学習の充実を図り、基本

的な生活態度や社会性を身につけ人間的成長を促進させる」ことを目的とした教育施設と

しての役割も果たしている。カードキー、防犯カメラ、赤外線センサーなどの警備設備のほ

か、２名の当直者と守衛が寮内の安全を保持している。 

 

令和 2 年 5月 1 日現在 

  
機械ｼｽﾃﾑ 

工学科 

情報通信ｼｽﾃﾑ 

工学科 

ﾒﾃﾞｨｱ情報 

工学科 

生物資源 

工学科 
合計 

本科 

1 年 43 (2) 43 (5) 39 (14) 38 (17) 163  (38) 

543  (134) 

547 (135) 

2 年 35 (2) 41 (6) 38 (8) 33 (18) 147  (34) 

3 年 24 (2) 17 (7) 28 (6) 27 (15) 96  (30) 

4 年 23 (1) 24 (7) 21 (7) 13 (2) 81  (17) 

5 年 15 (2) 14 (0) 15 (6) 12 (7) 56  (15) 

専攻科 

専攻科 

1 年 
2 (1) 

4 (1) 
専攻科 

2 年 
2 (0) 

※（ ）はうち女子学生 

 

また、今年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、以下の対応を行って

いる。 

・「新しい生活様式」に沿った特別日課での生活 

・朝及び夕点呼時の検温・「健康・行動観察」記録アプリへの入力確認  

※朝は全寮生入力確認後に５Ｆブリッジ入り口開錠 

・各フロア入口及び共通部分へのアルコール設置 

・入浴時間を 15:00から開始、一度の利用できる入浴者数を制限し、時間割を組んで

分散入浴 

・補食室及びラウンジの使用禁止 

・他寮生在室の禁止、寮内でのマスク着用 

・自室及び共用部分の換気の徹底 

・教員による寮内巡回（17時 30分～21時 00分） 

・静養室の増室 
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  晴れた日にはきれいな太平洋の眺めも楽しめる 

レストランは、全３８０席の寮生食堂のほか、 

教職員や寮生以外の学生のための一般食堂がある。 

   

今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の 

ため、全テーブルに飛沫防止のパーティションを 

設置している。また、各テーブルの着席は２名まで 

とし、食事時間を延長、時間割による分散摂食を 

行っている。 

 

 

 
 

 

夢工場（実習工場）には、旋盤・アー

ク溶接などの材料加工の基礎から、高

速マシニングセンター、ロボット、レ

ーザー加工機などの最先端加工装置

まで設置しており、「夢をカタチに」す

る実践の場である。また、本工場は３

次元 CAD／CAM／CAE 統合システムと

リンクして、複雑形状部品を高能率に

設計・性能予測・製作することができる。これらの設備・システムを有機的に活用して、

本工場では材料加工の基礎から最先端までの高度教育が行えると同時に、産業界のニー

ズに応じて試作を行うことも可能であり、地域産業活性化と新産業創生支援を狙った産

学連携のキーステーションとしての役割を果たすことが可能である。 
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              教育・実験棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 体育施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

              体育施設 
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２．取組 

◇令和２年度改修事項 

＜一般改修＞学生の安全・安心確保 

① メディア棟照明制御盤更新工事 

② 入退出管理システム改修工事 

③ 男子寮・女子寮エレベーター バッテリー盤取替工事 

④ トレーニングルーム屋根防水応急処置工事 

＜新型コロナウイルス関連＞空調・換気設備の点検・保守・改修 

① 創造・実践棟講義室内空調性能検査 

② 創造・実践棟講義室 空調分解洗浄･空調フィルター洗浄作業 

③ メディア棟レストラン排煙オペレーター修繕工事 

④ メディア棟レストランテラス出入口アルミ網戸設置工事 

＜LED 化修繕及び更新＞施設の長寿命化・節電 

① 夢工場事務所照明 LED 取替 

② 学生寮 1 階ホール照明 LED 化修繕 

③ レストラン厨房照明 LED 化修繕 

 

３．自己評価 

 自己財源にて一部の施設修繕等を行っているが、執行に当たっては、施設マネジメン

トを審議する総務委員会の承認のもと執行している。整備計画については、産業構造の

変化や技術の進展に対応できる実験・実習や教育用の設備の更新、実習工場などの施設

の改修、施設・設備の老朽化状況等に対応した整備を推進する。社会情勢の変化として

新型コロナウイルス感染対策のための空調・換気に関する点検・保守や工事が増加した。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 教育の質保証及び 

   改善のためのシステム 
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Ⅸ 教育の質保証及び改善のためシステム 

 

１．現状 

◇教員評価 

 沖縄工業高等専門学校教員評価実施要項に基づき各教員を評価し、教育の質保証、改善等

組織としてシステムを整備している。 

 教員評価実施要項（抜粋） 

  １．教員評価については，以下の評価資料に基づき実施する。 

  （１）I.教員の教育業績等評価（沖縄高専版） 

  （２）II.教員の研究業績評価 

  ２．前掲の資料に基づいて実施する教員評価は下記の事項に利用する 

  （１）総合評価 

  （２）教員顕彰  

  （３）教育研究経費配分 

  （４）昇任判定（教授，准教授，講師への昇任） 

  （５）運営管理貢献度評価 

  （６）課外活動貢献度評価 

  （７）その他校長が必要に応じて実施する事項 

 

◇授業改善アンケート 

 平成 29年度に実施した「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構高等専門学校機関別認

証評価」の評価結果を受けて、平成 30年度より、それまで教員 1名につき 1科目であった授

業改善アンケートを本科、専攻科の学生へ受講している全科目において実施している。また、

今年度は学生対象アンケートの全体方針の下、授業改善アンケート実施方針を策定し、回答

率の向上に関する記述等を設けている。そのアンケートの結果については、各教員が授業改

善アンケートの結果に関する所見を作成し、公式 HPに掲載するとともに（今年度はコロナ禍

のため、次年度以降実施予定）、今後の授業の改善材料として利用する。 

 
参照：授業改善アンケート実施方針 

 

・Formsを利用する。 

・アンケート実施授業科目について半期科目は前期末と学期末にそれぞれ実施し、

通年科目アンケートは学期末のみ実施する。 

・アンケートは、全科目で実施する。 

・各教員は、システムによるアンケート統計結果を用いて、各授業科目の授業改善

アンケートの結果に関する所見を作成し、総務係へ提出する。 

・授業改善アンケートの結果は、適切な形で学内および学外に向けて公表する。 

・匿名性確保に最新の注意を払う。 
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２．取組 

◇ワークショップの実施 

 今年度はコロナ禍の１年となり、前学期は対面授業を実施できなかったことから、本校で

は遠隔授業を実施することになった。そこで、遠隔授業における課題点及び解決方法の情報

共有のためのワークショップを開催し、挙げられた課題解決方法等を学内に向けて情報共有

を行った。また、後学期から対面授業に移行したが、遠隔授業の課題解決方法等を対面授業

にも応用していく観点を踏まえ、第２回のワークショップを実施した。 

 

第１回ワークショップの概要 

 

 

第２回ワークショップの概要 

 

３．自己評価 

 沖縄工業高等専門学校教員評価実施要項に基づき各教員を評価し、教育の質の保証、改善

等組織としてシステムを整備している。学生による授業改善アンケートを全科目で実施し、

それを基に教員が自己点検・評価として授業改善アンケートの結果に関する所見を作成し、

授業内容の改善を行っている。また、今年度から Forms を活用することによって学内外から

の回答を可能にし、回答率の向上に力を入れた上で学生の意見の聴取が行われており、教育

の状況に関する自己点検・評価が適切に行われている。また、教員についても、ワークショ

ップを実施して、授業力の向上に役立てている。 

 以上のことから、評価結果を教育の質の向上、改善に結びつけられるようなシステムがあ

り、授業方法の改善及びカリキュラムの見直しに継続的な方策が講じられている。 

(1) 遠隔授業の課題 

・講義に参加しない（Bb へアクセスしない）学生への対処方法がほとんど出来なかった。 

・授業時間割に Teams で質問出来る環境を作った後、ほとんど活用されることはなかった。 

・様々な遠隔授業の方法論があり，学生にとって，教員にとって「何が」Better なのか。 

(2) 課題解決で上手くいったこと 

・実習・実験科目（オンライン授業）におけるペンタブレットを利用したコミュニケーション（口

頭では伝えにくいこと、チャットでは表現しにくいことを素早く確認できた）。 

・内容理解の確認をリアルタイムで確認＋チャットや音声通話等で個別対応する。 

・班分けを実施、発表資料の作製も比較的上手くできた。 

○課題テーマ「質問しやすい環境構築」 

・学生の環境（１画面）でいかに表示しやすい見やすい教材にする（問題用紙と解答用紙をわけ

ないなど）。 

・学生に面倒くさいと思わせない、恥ずかしい失敗したくないという気持ちを汲む工夫をする。 

・授業動画の保存公開期日に〆切りを設けては？時間割に沿った受講を促す、緊張感を持たせる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅹ 研究活動の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



71  

Ⅹ 研究活動の状況 

 

１．現状 

◇研究活動の目的 

 本校の研究活動の目的は、以下に示す通りである。 

[１] 教員の専門分野における研究活動の推進とともに、その成果を教育内容の充実につなげる。 

[２] 地域連携研究推進センター等を活用し、地域産業界や地方公共団体との共同研究、受託研究、技

術相談等の受入れを推進するとともに、科学研究費補助金等の外部資金獲得に取り組む。 

[３] 研究環境の充実を推進する。 

 

上記各事項の主な内容は、次の通りである。 

１．教員の専門分野の研究推進を教育内容の充実に繋げる 

本校教員が産業界の高度化を背景にした研究活動、特に自分の専門分野の研究活動に精力的に取り

組み、さらなる発展に寄与する技術や情報等を教育課程に還元することは、学生に技術の継承の重要

性を伝えられるとともに、学習意欲の高揚に繋がっているといえる。さらに、卒業後も、本校で培っ

た技術革新に対する柔軟な適応力の素地が、急速に展開する社会からのニーズに対しても新たな技術

革新で対応でき、国内のみならず国際的に活躍できる先端的技術者としての基盤を築くものである。 

 

２．地域及び産業界との連携及び外部資金獲得 

地域に根差す高専として研究連携推進室、地域連携研究推進センターを中心として県内産業界や沖

縄県庁、市町村の抱える問題等の解決のため、共同研究、受託研究、技術相談等を積極的に進めてい

る。また、その支援体制として、本校には地域産業界を結ぶパイプ役として「沖縄工業高等専門学校

産学連携協力会」が設置されており、技術相談のみならず技術的要請にも十分に応えることが可能で

あり、本科卒業研究、専攻科特別研究における実践的教育の充実として、地域企業が抱える実践的な

技術的課題が研究題目としても幅広く取り上げられており、実践に対応した考え方や解決法の探求は

学生の研究能力の向上にも貢献している。 

 一方、地域貢献で培った研究能力の向上は沖縄県や国家レベルの公募事業の採択や各教職員の科学

研究費補助金等への応募・採択率の向上につながり、本校の外部資金獲得レベルの高さを支えている。 

 

３．研究環境の充実 

教育環境の高度化のみならず、教員と企業との間の共同研究において、最新鋭の高性能な設備を保

持することが必要である。特に外部資金の獲得による設備更新が不可欠といえる。そのために、科学

研究費補助金（科研費）、共同研究、受託研究および研究、教育を奨励する寄付金の申請が精力的に行

われており、導入された設備が企業との連携をさらに促進する相乗効果が生まれるよう図られている。 

    

 

２．取組 
 研究活動の推進・強化をすすめるために総務委員会が設置され、技術室・図書館、事務部等の支援

により、全校的に研究を支援・推進する研究支援体制が整備され、機能している。各教員の研究成果

は研究紀要や「研究業績公開 Web サイト」を通じて発信されている。地域産業界等との連携を目的と

した地域連携研究推進センターが設置され、教員の研究の支援を通じて、共同研究，受託研究、技術

相談等の受入れを推進し、それが機能している。より積極的に外部資金を獲得するため、総務課によ

る情報提供体制の整備、産学連携コーディネータによる調整などが行われている。また、科学研究費

の採択率を向上させるための学内査読や教員の研究費を支援するインセンティブ経費があり、有効に

機能している。研究成果の知的財産化を促進するための知的財産委員会もあり、機能している。 
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〇地域連携研究推進センター 

 

地域連携研究推進センターは、本校の教職員の教育・研究の成果を地域に発信し、また地域・産業

界のニーズを受け、技術開発及び産業の活性化に貢献します。また、生涯学習、地域文化交流及び地

域課題の解決に取り組んでいる。 

当センターには、センター業務を円滑に遂行するために「産学連携研究推進部門」及び「知的財産

部門」を設けており、機動的に活動できる組織となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇研究シーズ集 
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産業界との連携  
 

 平成 16 年４月に沖縄県内の経済・産業界を中心として、沖縄高専の教育・研究活動を側面から支

援するとともに、産学間の共同研究を推進し、産業振興に寄与することを目的に「沖縄工業高等専門

学校産学連携協力会」が設置され、企業等を対象とした研修事業の実施や技術交流・技術相談等の交

流事業などの活動が行われている。 

 

現在の会員数：県内外の １０９ の企業団体及び ２５ の個人会員（令和２年１２月１日現在） 

 

 

「第２回 沖縄工業高等専門学校産学連携協力会 業界研究会」開催 

 

 令和２年１２月２日（水）・９日（水）に、本会会員企業限定の業界研究会を開催した。今年で２

度目の開催となったが、今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、両日とも

Teamsを利用したオンライン開催となった。参加した会員企業より、各業界や会社概要等の説明が行わ

れ、学生の職業意識の高揚に資すると共に本会の理解促進を図る良い機会となった。 

 

 

参加企業：２０社 

参加費用：無料 

対象：沖縄高専の全年次生 

（※４年次は全員参加、他学年次は希望者） 

 

 

 

 
 

「第１６回沖縄高専フォーラム」開催  

 

 令和２年１２月１６日（水）に「with コロナ・after コロナ」をテーマに第１６回沖縄高専フォーラ

ムをオンラインにて開催した。本校校長 伊原博隆、株式会社カヌチャベイリゾート 取締役 セー

ルス＆マーケティング部 部長 瑞慶山 勇一様、内閣府沖縄総合事務局 経済産業部 部長 本道 

和樹様にご講演いただいた。また、本校専攻科生の屋良祐希さん、金城悠斗さん、伊礼恭士さん、伊

野波佳介さんに研究発表を行っていただいた。 

当日は、多くの方にご参加をいただき、今後の産官学連携の推進、広域連携の活性化等、産業の発展

や有用な人材育成、社会貢献を担う、沖縄高専の使命を惟う大変有意義なフォーラムとなった。 

  

  

※写真は令和元年度開催時の様子 
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３．自己評価 

 各教員の研究成果は研究紀要や「研究業績公開 Webサイト」により外部に公開されている。

地域産業界等との連携を目的とした地域連携研究推進センターは、教員の研究の支援を通じ

て、共同研究、受託研究、技術相談等の受入れを推進し、それが機能している。また、科学

研究費の採択率を向上させるための学内査読や教員の研究費を支援する制度があり、有効に

機能している。研究成果の知的財産化を促進するために「知的財産委員会」も整備されてい

る。共同研究、受託研究等の受入件数、技術相談件数、科学研究費の採択件数、および特許

出願件数など、いずれも全国国立高専に引けを取らないレベルにある。また「運営企画会議」、

「評価対応委員会」等により、教育研究活動等の状況が点検・評価するシステムが構築され、

適正に機能している。 

 これらのことから、高等専門学校の研究を推進するための実施体制及び支援体制、さらに

は、研究活動等の実施状況や問題点を把握し改善を図っていくための体制が整備され、研究

の目的に沿った活動の成果が上げられている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅺ 外部資金受入状況 
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Ⅺ 外部資金（科研費、共同研究、受託研究）受入状況 

 

１．現状 

 平成２６年度に高専機構は研究推進・産学連携本部を立ち上げ、外部資金獲得活動の加

速的推進をミッションとして捉え、獲得に向けた恒久的仕組みの構築を各高専に求めてお

り、本校では、平成２５年度に地域連携推進センターを設置、平成３１年度より地域連携

研究推進センターと改名し、高専教員、技術職員による企業（月２社）の技術相談に当た

る定期技術相談会を開催している。毎月実施の定期技術相談会、企業懇談会及び不定期の

技術相談を起点とし、外部資金の獲得に繋げている。 

 

沖縄工業高等専門学校地域連携研究推進センター規則（抜粋）   

 （趣旨）  

第１条 この規則は、沖縄工業高等専門学校学則（平成１６年学則第１号）第１１条の３

第２項の規定に基づき、沖縄工業高等専門学校地域連携研究推進センター（以下「セン

ター」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。  

（目的）  

第２条 センターは、沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）における教育研究

の進展に寄与し、本校の有する人的資源、知的資産、施設を活用して、地域社会との緊

密な連携や交流を推進することにより地域社会における人材の育成、科学の発展、技術

開発及び産業の活性化に貢献するとともに、生涯学習、地域文化交流及び地域課題の解

決支援に資することを目的とする。 

（業務）  

第３条 センターは、校長の命を受け、次の各号に掲げる業務を行う。  

 (1) 企業等との共同研究及び受託研究に関すること。 

(2) 企業等からの技術相談に関すること。 

(3) 企業等の技術者に対する技術教育及び研修に関すること。 

(4) 校内及び大学・研究機関等との共同研究及び連携に関すること。 

(5) 戦略的研究活動の推進に関すること。 

(6) 研究成果の公表に関すること。 

(7) 知的財産に関する教育活動及び啓発活動に関すること。 

(8) 職務発明等の知的財産の内容評価及び権利化の手続きに関すること。 

(9) 知的財産の管理・運用に関すること。 

(10) 講習会、セミナー、公開講座等の生涯学習講座の開設、社会人への教育開放事業の

実施に関すること。 

(11)  その他地域社会との連携・交流の推進に関すること。 
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２．取組 

  ◇外部資金受入状況（令和３年１月１日現在） 
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◇地域連携コーディネーターの配置 

 本校産学連携協力会を中心とした連携構築から、会員以外企業との連携の幅の広がりを

見せており、令和２年度には地域連携コーディネーターを１名から２名に増員して新たな

事業展開へ図る。 

 

◇沖縄高専フォーラムの開催 

 本校の教育研究内容の紹介を行うとともに、産官学連携の推進を図るため沖縄高専フォ

ーラムを開催している。フォーラムには県内外の企業、公的機関の関係者等が多数参加し、

本校教職員との新たな連携の発掘に繋がっている。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンラインで開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 科学研究費助成事業説明会 

 教職員の研究に対する意識向上や外部資金獲得の必要性の認識を強化し、科研費申請促

進を目的とした科学研究費助成事業説明会を開催している。 

 令和２年度は、９月２４日と１０月６日にオンラインで開催した。 

 

３．自己評価 

 共同研究、受託研究、寄付金及び受託事業等外部資金の獲得に積極的に取組み、自己収

入の増加が図られた。今後は、さらに県、企業等との連携を図ることにより、外部資金の

獲得、事業の展開、及び地域貢献の発展へ繋げる。また、科学研究費補助金については、

教員間による申請書の査読を推進し、科研費採択率の向上を図る。 

 

※写真は令和元年度開催時の様子 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

XⅡ 正規課程の学生以外に対す

る教育サービスの状況 
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Ⅻ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１．現状 

 ◇正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的 

 本校の正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は、以下に示すとおりである。 

[１] 沖縄工業高等専門学校における教育研究の進展に寄与し、本校の有する人的資源、知

的資産、施設を活用して、地域社会との緊密な連携や交流を推進することにより地域社

会における人材の育成、科学の発展、技術開発及び産業の活性化に貢献する。 

[２] 生涯学習，地域文化交流及び地域課題の解決支援に資する。 

[３] 海外研修生を計画的に受け入れることにより、国境を超えて地球規模の課題に取り組

む国内外のグローバル人材の育成を支援する。 

 上記[１]および[２]の目的を達成するために、本校に地域連携研究推進センターを設置し

ている。地域連携研究推進連携センターは平成 31年 4月、それまでに設置されていた地域連

携推進センターを改編し、より研究推進体制を強化することを目的として、新センターとし

て設置された。新センター設置に際しては、センター業務を円滑に遂行するために「産学連

携研究推進部門」，「知的財産部門」を設け、より機動的に活動できる組織体制とし、さらに

地域社会・産業界との協力体制を強化すべく、より緊密な連携を図っている。 

 地域連携研究推進センターでは正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、 

 

 

 ①企業等からの技術相談， 

 ②企業等の技術者に対する技術教育及び研修， 

 ③講習会，セミナー、公開講座等の生涯学習講座の開設、社会人への教育開放事業の実施 

 ④小学校、中学校及び高等学校への出前授業、教材開発等の協力を計画し、推進している。 

 

 これらの社会との連携や地域社会に対する教育サービスに関する情報については、これら

のサービスを提供する対象者の方々に向けて、沖縄高専産学連携協力会総会、沖縄高専フォ

ーラム、沖縄高専後援会総会等を通じて情報発信しているとともに、本校ウェブサイトでも

公開している。 

 

 上記[３]の目的を達成するために、本校では、外国の大学等からの教職員及び学生等の受

入れ、また外国の大学等への教職員及び学生等の派遣支援を目的として、グローバル交流推

進センターを設置している。グローバル交流推進センターは平成 26年 4月、それまでに設置

されていた国際交流委員会の機能強化、機能拡大を目的として、新センターとして設置され

た。グローバル交流推進センターでは正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、 

 

 ⑤外国人研修生の受入れを計画し，推進している。 
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 外国人研修生に対する教育サービスに関する情報については、グローバル交流推進センタ

ーの年度計画により派遣先教育機関に直接情報提供する方法に加え、九州沖縄地区 9 高専連

携事業（文部科学省大学改革推進等補助金：平成 24～28年度）以降の受入れプログラムとし

て、九州沖縄地区の 9高専が連携して効率的に情報発信している。 

 しかしながら、2020年度は新型コロナウィルスの感染拡大のため、実現が困難になったが、

よりよい教育サービス提供のための充電期間として、受け入れ環境の見直しを図った。 

    

２．取組 

1）地域連携/グローバル交流推進センター 

 地域産業界を対象とする教育サービスは、主として技術相談、共同研究、委託研究という

仕組みを通して、継続的に実施している。この活動は、本校地域連携研究推進センターが地

域産業界及び本校教職員と連携して計画、実行、報告、改善しており、これらの内容につい

ては本校ウェブサイトや地域連携研究推進センター報などを通じて広く公開されている。 

 地域人材を対象とする教育サービスは、主として公開講座、出前授業、図書館の開放とい

う仕組みを通して、継続的に実施している。これらの教育サービスの内容は本校ウェブサイ

トや地域連携研究推進センター報などを通じて広く公開されており、年間を通じて地域の小

中学校や教育委員会との連携下、数多くの教育サービスが計画的に展開されている。 

 外国人研修生を対象とする教育サービスは、グローバル交流推進センターにおける取り組

みを通じて継続的に実施している。外国人研修生の受入れについては九州沖縄地区の 9 高専

と連携することで計画的に推進している。 

 地域産業界を対象とする教育サービスは、主として技術相談、共同研究、委託研究という

仕組みを通して、継続的に実施してきている。中でも技術相談は平成 25年度より計画的な定

期開催に変更したことにより、相談件数の増加、共同研究・受託研究の増加、外部資金獲得

額の増加につながり、地域産業界との連携と人材育成の強化を推進できている。 

 地域人材を対象とする教育サービスは、主として公開講座、出前授業、図書館の開放とい

う仕組みを通して、継続的に実施してきている。これらの内容は、小中学生を対象とした自

然や科学に対する興味を引き出すものに加え、特別支援学校の教員、一般社会人、大学生を

対象とした先端技術、教材開発に応えるものまで幅広く、教育サービス提供後にはアンケー

トを実施することで効果の確認と内容の改善に取り組んでいる。また平成 23年度から 3年間

推進した「ALLやんばる科学と教育のまちづくり」では、取り組みの成果が平成 27年度工学

教育賞受賞に繋がっている。このように、公開講座や出前講座の実施回数、参加者数ならび

に担当教職員数、また図書館の一般利用者数の推移から、これらの教育サービスは「地域社

会における人材の育成，科学の発展，技術開発及び産業の活性化に貢献するとともに、生涯

学習、地域文化交流及び地域課題の解決支援」という目的に対する成果を着実に上げている

と判断できる。 

 上記の教育サービスは、本校では地域連携研究推進センターが中心となり、地域社会と連

携する中で企画、活動し、改善を図っている。 

 外国人研修生を対象とする教育サービスは、主としてグローバル交流推進センターにおけ
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る取り組みを通して、継続的に実施している。外国人研修生の受入れに際しては派遣元教育

機関と本校教員間の人的ネットワークを活用するとともに、九州沖縄地区 9 高専間の連携の

もと計画的、組織的に実施している。研修終了時には全学生・教職員対象に研修生による成

果報告会を開催し、本校における学術交流や学生交流に刺激を与えている。また、受入れ教

員は研修生毎にアンケートを実施し、研修の効果を評価するとともに、研修内容の改善に取

り組んでいる。 

 以上のことから、正規課程の学生以外に対する教育サービス提供のための基本的な学内体

制が構築され、また具体的な成果があがっている。 
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2）広報センター 

 

３．自己評価正規課程の学生以外に対する教育サービスの提供に関しては、広報センタ

ーの地域貢献ワーキングチームが主担当となり、地域連携研究推進センターと協力し取り

組みを行っている。 

 

 

i）うるま市・金武町・宜野座村での体験授業 

 8月に実施していた本校でのうるま市・金武町・

宜野座村の小・中学生対象の体験授業は、今回、そ

れぞれの市町村で、感染予防、参加人数を制限した

形で実施を行った。各、市町村に2テーマずつ体験

授業を設定し、マスクの着用、換気を行いながらプ

ログラミングや電子回路工作、標本作成体験などを

実施した。参加人数に制限を設けたため、液体窒素

を使った実験は、多くの小・中学生に視聴してもら

えるように動画での配信形式で、実験の様子を観て

学んでもらった。 

 

ii）政府広報事業への参加 

広報センターでは、これまでもサイエンスイベントへの参加や出前授業の実施など高専

教育を知ってもらうための様々な取り組みをおこなってきた。今年度、with コロナ時代の

政府の重要政策に係る広報展開実施事業への募集があり、沖縄高専からは、 

「沖縄高専で学ぶ生物×ICT」と題して、新しい生活様式の中にあるICT（情報通信技術）と

ウイルスの関係性にスポットを当て、 見えないウイルスの向き合い方及びコロナ禍にあって

も社会を支えているICT（情報通信技術） について、パネルディスカッションや講演を交え
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て小中学生に分かりやすく紹介する内容で応募し、採択された取り組みである。オンライン

シンポジウムの内容は、Youtubeで配信され、2年間は視聴可能となっている。 

 

 

 

 

３．自己評価 

 

 正規課程の学生以外に対する教育サービス活動については、地域社会との緊密な連携や交

流を推進することにより地域社会における人材の育成、科学の発展、技術開発及び産業の活

性化に貢献するとともに、生涯学習、地域文化交流及び地域課題の解決支援に資することを

目的として地域連携研究推進センターが設置され、地域社会との連携の下、技術相談、共同

研究、委託研究を推進し、具体的な成果をあげている。特に技術相談は平成 25年度以降、沖

縄県工業連合会との定期的な打ち合わせや産学連携協力会理事会・総会での意見交換を踏ま

え、それまでの都度開催から計画的な実施に改善することで、相談件数が 3～4倍増加してい

る。これらの活動については本校ウェブサイトや地域連携研究推進センター報を用いた広報

活動も積極的に行われ、地域社会に対して十分な情報を発信している。 

  今年度は、対面での出前授業なども実施が難しく、感染対策をしながら実施できた、出前

授業のイベントは、1回だけとなっている。ただ、オンラインを活用した、サイエンス動画の

配信に取り組み、オンライン配信されている「沖縄高専で学ぶ生物×ICT」のシンポジウムの

内容は、小・中学生だけでなく本校の学生やその保護者にとっても興味ある内容になったと

感じている。与えられた状況の中で、いかに教育サービスを提供していけるか今後もオンラ

インの活用とともに新しい出前授業の取り組みを行っていく工夫を模索する必要がある。正

規課程の学生以外に対しても「沖縄高専の学び」を提供していく取り組みを行い、地域から

信頼される教育の場としての沖縄高専にしていく事が求められている。 

 また、外国人研修生に対する教育サービスの提供については、本校における学術交流の推
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進を図るため、外国の大学等からの教職員及び学生等の受入れ、また外国の大学等への教職

員及び学生等の派遣支援を目的としてグローバル交流推進センターが設置され、タイ・台湾・

シンガポールの海外教育機関との連携下、さらに九州沖縄地区 9 高専連携事業の取り組みに

おいて計画的に外国人研修生を受入れ、具体的な成果をあげている。研修終了時には全学生・

教職員対象に研修生による成果報告会を開催し、本校における学術交流や学生交流に刺激を

与えている。また、受入れ教員は研修生毎にアンケートを実施し、研修の効果を評価すると

ともに、研修内容の改善に取り組んでいる。しかしながら、2020年度は新型コロナウィルス

感染症の拡大により、外国人研修生受け入れ等が不可能になった。その間、実習生受け入れ

態勢を再確認し、不足部分を補うための補充・改善を試みた。 

 グローバル交流推進センターにおけるこれらの活動については、本校ウェブサイトを通し

て地域社会に情報を発信している。 

 以上のように、本校における正規課程の学生以外に対する教育サービスは、地域連携研究

推進センターとグローバル交流推進センターが中心となって計画、実施、改善する学内実施

体制が整っており、これらの計画や取組結果は主として本校ウェブサイトを通じて地域社会

に公開されている。また、これらの教育サービスの利用者に関する状況も、実施回数ならび

に参加者数の観点から地域社会の期待に応えていると判断できる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   XⅢ 管理運営 
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XⅢ 管理運営 

 

１．現状 

 本校では目的を達成するため校長のリーダーシップの下に、総務主事（副校長）、教務

主事（副校長）、学生主事、寮務主事及び副校長（研究・産学連携担当）を置き、その責

務を遂行すべく、学則にその役割について明確に規定されている。 

 令和２年度は、各主事及び副校長の役割と責任をより明確にして執行部体制を強化し、

円滑な学校運営を図るため、総務主事、教務主事に加えて学生主事及び寮務主事を副校長

として任命した。また、情報ネットワーク・情報セキュリティ管理体制を強化するため、

情報処理センター長を新たに副校長（特命・IT 担当）に任命し、副校長６名体制とした。 

 さらに、本校の経営戦略、将来構想等の重要事項に関する協議を行うため、校長、副校

長及び事務部長で構成するトップミーティングを設置し、毎月２回開催して執行部の情報

共有・連携を密にしている。 

 

沖縄工業高等専門学校副校長及び校長特別補佐に関する内規（抜粋）令和２年７月１７日制定 

 

（副校長） 

第２条 次の各号に掲げる校務を担当する副校長を置く。 

一 総務 

二 教育 

三 学生 

四 寮務 

五 研究・産学連携 

六 国際交流 

２ 前項の規定にかかわらず、校長が必要と認めた場合は、特命担当の副校長を置くことがで
きる。 

 

（主事） 

第４条 学則第９条第１項の規定に基づき置く総務主事は、副校長（総務担当）をもって充て
る。 

２ 学則第９条第１項の規定に基づき置く教務主事は、副校長（教育担当）をもって充てる。 

３ 学則第９条第１項の規定に基づき置く学生主事は、副校長（学生担当）をもって充てる。 

４ 学則第９条第１項の規定に基づき置く寮務主事は、副校長（寮務担当）をもって充てる。 

 

 

 学内組織として、校長の下に専攻科長、各学科長、図書館長、技術支援室長、広報セン

ター長、学生相談・支援室長、リスク管理室長を置き、また、所掌する副校長の下にキ

ャリア教育センター長、地域連携研究推進センター長、グローバル交流推進センター長、

情報処理センター長を置き、それぞれの組織における管理・運営に携わっている。 
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【 副校長】

グローバル交流推進センター

【 校長特別補佐】

令和２年度 運営組織図

人事委員会

副校長(学生担当)/学生主事
※学生(寮生を除く)の厚生

補導

地域連携研究推進センター
副校長(研究・産学連携担当)
※研究・地域連携・産学連

携

教務主事補

寮務主事補

副校長(寮務担当)/寮務主事
※学生寮運営・寮生の厚生

補導

副校長(特命・IT担当)
※ＩＴ・情報ガバナンス・情

報システム

副校長(国際交流担当)
※国際交流

副校長(教育担当)/教務主事
※教育・教育改革

機械システム工学科長 機械システム工学科

副校長(総務担当)/総務主事
※総務・財務・施設・企画・

評価・危機管理・後援会

校長特別補佐(ＦＤ・ＳＤ担当)
※ＦＤ・ＳＤ

学生主事補

情報通信システム工学科長 情報通信システム工学科

メディア情報工学科長 メディア情報工学科

生物資源工学科長 生物資源工学科

総合科学科長 総合科学科

専攻科長 創造システム工学専攻

電子通信システム工学コース

情報工学コース

生物資源工学コース
図書館長

技術支援室長 技術支援室

キャリア教育センター長 キャリア教育センター

地域連携研究推進センター長

グローバル交流推進センター長

情報処理センター情報処理センター長

校長

事務部長

総務係

人事係

図書係

総務課長

学生課長

研究連携推進室長
（課長補佐（研究連携担当）

課長補佐（総務担当）

課長補佐（財務担当）

課長補佐

財務係

契約管理係

施設係

教務係

学生係

寮務係

情報通信制御系

応用加工分析系

広報センター

リスク管理室

学生相談・支援室学生相談・支援室長

リスク管理室長

広報センター長広報戦略会議

機械システム工学コース
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２．取組 

 本校の管理運営に関する諸問題、各種委員会等で審議・検討された事項は、運営企画

会議で審議・協議を行い、校務の円滑なる運営を図っている。 

 

沖縄工業高等専門学校運営企画会議規則（抜粋） 

 

（設置） 

第１条 沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、運営企画会議を置く。 
 

 （目的） 

第２条 運営企画会議は、本校の管理運営に関する諸問題について検討し、校務の円滑

なる運営を図ることを目的とする。 

 

（審議事項） 

第３条 運営企画会議は、次に掲げる事項を審議する。 

 （1）教育研究組織の再編に関すること 

 （2）将来計画に関すること 

 （3）入学者選抜に関すること 

 （4）ＦＤ・ＳＤに関すること 

 （5）その他、本校の管理運営に関すること 

 

 （構成員） 

第４条 運営企画会議の構成員は、次の各号に掲げる者とする。 

 (1) 校長 

 (2) 副校長 

 (3) 総務主事、教務主事、学生主事及び寮務主事 

 (4) 各学科長 

 (5) 専攻科長 

 (6) 事務部長 

２ 校長が必要と認めたときは、前項各号に掲げた者以外の者が出席できるものとする。 
 

 （会議） 

第５条 運営企画会議は、校長が招集し、主宰する。 

２ 運営企画会議は、原則として毎月１回開催するものとする。 

 

                       

 本校の管理運営、教育研究活動等に対する自己点検・評価は、学内の各組織（学科、

センター、委員会など）において、中期計画やこれまでの改善点に基づき、PDCA サイ

クルシートの作成および点検作業が行われている。 
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PDCA サイクルチェックシート 

 

 

３．自己評価 

学校の目的を達成するために、校長のリーダーシップの下、管理運営が行われており、

それを補佐する副校長は校長の命を受けて定められた業務を行っている。専攻科長、各学

科長、図書館長、各センター長等は、それぞれの組織における管理・運営に携わっている。 

 校長は、管理運営に関する諸問題、校務の円滑な運営を図るために、トップミーティン

グ、運営企画会議、各種委員会等に諮問し、最終的に効果的な意志決定が行える態勢にな

っている。 

 自己点検・評価、外部評価が本校の活動の総合的な状況に対して行われ、評価結果は、

報告書としてまとめられ公表されている。 

 今後の本校の管理運営については、時代に適応した校務の運営を図るには、会議、委員

会等を統廃合して組織を縮小し、審議事項の整理・集約、構成員を見直すことによる審議

の迅速化、教員の業務軽減等をさらに図る必要性があると考える。 

令和2年1月31日現在 次期への引き継ぎ事項

学科・専攻科・委員会名 学科教育方針及び委員会等審議（任務）事項

　　業務（行動）計画(plan）

（通し番号）　計画の概略(中期目標・計画、認証評価の該
当する各目標の番号を示す）
・　達成時期（達成時期または改善すべき時期を示す。）
・　主なエビデンスとなる資料名を記入。
各計画には通し番号を付けてください。

　　実施（Do）状況

（通し番号）　各計画の実施状況の概略、実施時期、主な
エビデンスとなる資料名を記入。
1つの計画で複数の試みを実施した場合は、主な取り組
みのいくつかを示してください。

　　検証（Check）

（通し番号）　実施状況の検証状況の概略と結果
、検証時期時期および主なエビデンスとなる資料
名を記入。
1つの計画で複数の検証を実施した場合は、主な
検証のいくつかを示してください。

　　改善（Action）

（通し番号）　検証に基づく改善案の概要、改善
検討時期および主なエビデンスとなる資料名を
記入。
1つの計画で複数の改善を実施した場合は、主
な改善のいくつかをを示してください。

業務（行動）計画(plan）

（通し番号）　計画の概略(中期目標・計画、認証評価の該
当する各目標の番号を示す）
・　達成時期（達成時期または改善すべき時期を示す。）
・　主なエビデンスとなる資料名を記入。
各計画には通し番号を付けてください。

評価対応委員会

審議事項
(1) 自己点検・評価に関すること
(2) 認証評価機関による認証評価に関すること
(3) 学外者による自己点検・評価結果等の検証に関すること
(4) その他、自己点検・評価及び外部評価に関すること

担当業務
(1)自己点検評価報告書の作成
(2)PDCAサイクルチェックシートによる実施状況の把握
(3)成績評価資料の保存状況の確認
(4)学習達成度点検システムの検討

1．H30年度成績評価資料の保存状況を各学科で実施し
ていく。

2．R01年度成績評価資料の保存状況の確認は、前期末
と後期末の2回実施することとした。前期末については10
月中に各学科の委員で提出状況を確認する。

3．PDCAサイクルチェックシートに次期への引き継ぎ項目
を追加し、1月末までに提出することとした。

4．自己点検評価書に、本校のPDCAサイクルを盛り込む。

5．学生の学修達成状況を把握するための、学修支援シ
ステムを検討する。

6. 沖縄高専におけるPDCAサイクルを修正する。

1．H30年度成績評価資料の保存状況を各学科で確認し
た。

2．R01年度前期の成績評価資料の保存状況を各学科で
確認した。成績保存について、教員便覧への記載を教務
主事に依頼した。

3．PDCAサイクルチェックシートに次期への引き継ぎ項目
を追加し、1月末までに提出について再度周知

4．各部署に対して、自己点検評価書の作成に係る原稿
作成依頼。

6. 
沖縄高専におけるPDCAサイクルの修正案を運営企画会
議にて審議依頼

1．H30年度成績評価資料の保存状況を各学科
で確認し、集計した。

2．R01年度前期の成績評価資料の保存状況を
各学科で確認し、担当者名の変更や未開講科目
については、科目担当者で集計表を修正すること
とした。

4．各部署に対して、自己点検評価書の作成に係
る原稿確認作業

6. 
沖縄高専におけるPDCAサイクルの修正案を運
営企画会議にて承認

◎本科・専攻科・委員会等の取り組み




